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I.問題の所在

これまで，制度論的アプローチならびに計算

構造論的アプローチから貸借対照表計上能力論

を扱ってきた（1)。その研究の一端である計算限

定項目と貸借対照表補助的計上項目(Bilanzier-

ungshilfe)についての貸借対照表計上能力論を

探究するに際し，貸借対照表補助的計上項目は，

計算構造論的アプローチでは説明の付かない貸

借対照表項目であることが判明した(2)。ドイツ

における制度が， EG指令の国内法への導入な

らびに商法と税法との調整による妥協の産物で

あることから，貸借対照表補助的計上項目には

会計操作の余地が与えられている。このような

ドイツ制度会計の背景を考察すると，伝統的な

貸借対照表論という計算構造論からの分析には

限界がある。まさに，現在の会計問題を扱うに

あたって，会計的認識／測定一般の相対的性質か

ら，社会的制約，さらに制度的制約，政策的制

約からの分析が必要となるであろう（3)。この観

点にたち，国際的に問題となっている繰延項

(1) 拙稿「貸借対照表計上基準と貸借対照表論」徳山
大学総合研究所『紀要』第13号。「積極側貸借対照表
計上能力問題史の一鮪」ー特に，計算限定項目を中心
に一九州大学『経済学研究』第55号3巻。
(2) 拙稿，前掲稿（『紀要』）を参照。
(3) 津守常弘編著「会計数値の性質に関する覚書」『現
代社会と経営／経済指標』海鳥社， 1990,10頁。
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目(4) （ドイツでは計算限定項目および貸借対照

表補助的計上項目）について，分析の必要があ

る。この繰延項目は，従来から商法•株式法・

所得税法等の変遷とともに，会計実務ならびに

会計理論において問題点の一つとされてきた。

第 57巻第3• 4号

さらに新商法では，繰延項目の問題が新たに浮

上してきた。繰延項目は，適正な期間損益計算

を基礎づけるための貸借対照表項目であるにも

かかわらず，これまで，繰延項目の未解決の問

題は，狭義の解釈および広義の解釈という定義

によって対処されてきた。しかし， この繰延項

目の問題は，貸借対照表補助的計上項目の条文

への導入によって，さらに複雑になっている。

なかでも，新しい経済事象への会計処理に対処

して生じている「無形の財産対象物」および「繰

延項目」（本稿では，特に計算限定項目）に関す

る会計処理は，現在検討の余地ある重要な貸借

対照表計上能力の問題を引き起こしている。

そこで，本稿では，貸借対照表計上能力論の

研究の一つとして，現在問題となっているオプ

ション取引を取り上げ，いかなる貸借対照表計

上基準が前提とされるか，さらに制度と理論に

おける貸借対照表計上についての見解を明確に

し，オプション取引に見られる「無形の財産対

(4) 津守常弘稿「会計的計算構造と公開原理」『企業

会計機能と制度』森山書店， 1985,107頁。

(5) わが国におけるオプション取引についての制度

化の現状

1990年企業会計審議 会198計8制年度日本委公員認会会研計究報士協告会第4 税損達務益等上のに オプション取引に令関する

会「先引物等／オプション
， 取扱いについて，法 ／通

芍に よって明確取にされていない
取関 の会計書基準に 「通貨オプション取引の企業 が，次のように り扱われるとさ
する意見 につい 側における会計処理と表示」 れる
て」

①び契約用時に収益およ 通貨オプションのホルダーに 支払オプションプレミアムー支金払
費方 として認識す おけるオプションプレミアム った日の属する事業年度の損 に
る法 の会計処理 算受入する。

取オプションプレミアムー受け

取金／っ益た金日にの算属入すするる事。業注年3度)の損

②悟計収お（前益要よ9（払前おびし約金受，反よ時対権）命びに）利売費おは行買用よと育使貼びしと産負聞てに

①区プ分計算法プ

オ ショ ン レ価究利動ミ値白用展ア産行ムにと百期をににl土本計区u加別的価伯と9占団問流<的
して前者 を 上
し後約’ を前 し

収 し て羮日から に
て認識する。 至るまでの期 に配分する。

結果的には②の立場 ②一プ括シ法
をとる。注1) オ ョンプレミアムを員すべ

て時価即吋価上値しと見契なして
用に ， 日か
費利履行期日までの約期間に
する。注2)

注 1) 決済されるまでは収益／費用の額が確定しないこと，またオプションは「売買権J
という無形財産であり資産性をもつと考えられることおよびオプション・ライターは

オプションの付与によって金額未確定の偶発債務を負うこと等に鑑みれば，②の立場

を採るべきである［中央新光監査法人編『オフバランス取引の会計と税務』税務経理

協会， 1991,129頁。］。
注2) オプションプレミアムの一部および全部を時間的価値として期間配分する考えは，

権利行使期日までの期間が長期に渡る場合には意味をもつが金融オプションは数カ

月程度以内に決済されるのが通常であり，時間的価値の期間配分を念頭におく必要は

あまりない［中央新光監査法人編，前掲書， 131頁。］。
注 3) オプションプレミアムの損益計上時期については，意見書／財務諸表規則の立場と

税法上の取扱いは異なっていることから，両者の調整が図られるまでは申告調整を行

わざる負えないと考えられる［中央新光監査法人編，前掲書， 139頁。］。
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象物」および繰延項目（特に，計算限定項目）

の貸借対照表計上能力について検討することに

する。オプション取引の会計処理は，まだ制度

化には至っていないが， ドイツ，アメリカ，イ

ギリス等において，職業会計士の関心が深く，

制度化への傾向が見られる（5)。日本では，このオ

プション取引の会計実務に対応して， 1990年5

月29日に企業会計審議会第一部会が，『先物オプ

ション取引等の会計基準に関する会計処理法お

オプション契約に関して適用すべき会計処理を考慮す

る際に参考にする指針

アメリカの場合

SFAS（会計基準書）第52号「外貨換算」
SFAS（会計基準書）第80号「先物契約会計」
SFAS（会計基準書）第12号「市場性ある有価証券
についての会計」

アメリカ公認会計士協会（AICPA)の討議報告第86
-2号「オプション取引会計」
FASBの「金融商品の会計」への対応
開示および認議／測定の問題に対処した動向

1986年5月 プロジェクトの結成
1987年11月 公開草案「金融商品の開示」
1989年7月 公開草案の改訂
1990年3月 基準書第105号
1990年12月 公開草案「金融商品の時価に関する
開示」

認議／測定の問題についての公表物はまだ具体的

に公表されておらず， 1992年3月に公開草案が公表
される予定である。

国際会計華準の「金融商品の会計」への対応

1991年9月 金融商品の塞準（案）公表（公開草案
第40号）
イギリスの場合

SSAP（会計実務基準書）第20号「外貨の換算」

購入時の会計処理

売却時の会計処理 生いあにたと受。追るめしじ取加手冗時てのる叶損"的会プにり上失計ポにレは支処，ジをしミ払理アなカそシバムれがっけョ勘必れーたをン定証計す要ばに拠上つになでる負金たすいあら債がなてめるる。

よび開示法』について検討している（6)。一方，ド

イツでは， 1987年に経済監査士協会の銀行専門

委員会が，「オプション取引の会計処理につい

て」と題する提案を公表するという過程を経

て(7),1991年には，商法における信用機関に対す

る会計規定が改正された（8)。このEG指令との

調整による銀行会計指令法は， 1993年迄に適用

されることになる（表 1参照）。しかし，ペンジ

オン取引は商法において具体的に規定されたに

もかかわらず，金融取引の貸借対照表上におけ

る把握には関心が持たれながらも，オプション

取引の会計処理は，商法における具体的な規定

には至らなかった。しかし，後述のように，貸

借対照表の注記および附属明細書における記載

が義務づけられることが予想されるという点で，

これからも注目に値する会計処理となるであろ

う。他方，問題となるのは，オプション取引の

貸借対照表上における表示の問題の他に，オプ

ション料の会計処理である。特に，オプション

料の会計処理については，職業会計士および制

度と理論家の間に意見の違いが見られる（表8

参照）。このオプジョン取引の会計処理につい
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アンサーアンダーセンアンドカンパーニー『新オフ

バランス取引』金融財政事情研究会， 1991,188-190 
頁。田中建二著「オフバランス取引の会計」同文

館， 1991,118-123頁。 FASB (1991) ST A TUS 
REPORT, No. 108-A,『JICPAジャーナル』第440
号，第441号
(6) 新井清光編著『先物／オプション取引等会計基準

詳解』中央経済社， 1990,25, 39, 40, 47頁。
(7) 1987年に経済監査士協会の銀行専門委員会は，ォ
プション取引の会計処理について提案している。こ

の提案の内容は，表4で示す通りである。
(8) 表 1で示されているように， EG指令と国内法と
調整のため，商法における銀行とその他の信用機関

についての会計規定の改正が1991年に行われた。
EG指令 (1986年12月8日付銀行およびその他の信
用機関の財務諸表および連結財務諸表規定につい

ての連邦参議院の報告書）の商法（第340条～第340
条0)への導入までに，草案→商法改正という過程

で連邦参議院で審議された (Bundesrnts-Druck-
sache, 616/89, Bundestags-Drucksache, 11/6275, 
11/6786)。
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表 1. EG指令とその国内法への転換

EG第4指令 EG第7指令 EG第8指令 銀行会計指令

内容 財務諸表 連結財務諸表 監査義務 部門特別逸脱規則

審議会の可決 1978年7月25日 1983年6月31日 1984年4月10日 1986年12月8日

転換 1985年12月19日の会計指令法 1990年12月8日

銀行への適用 1987年財務諸表から 1993年迄に

遅く（とも1990年の連結財は務，諸遅表くに関もして
信用機関について と 1993年迄に） 遅くともlffi筑啜証：

目的 会社（ヨなーらロびッにパ第共三同者体の設保立護ののたためめのの条ヨ約ー第ロ54ッ条パ3会項計）指令法の調整

（出所） Prahl, Reinhard, Die neuen Vorschriften des Handelsgesetzbuches ftir 

!(reditinstitute (Tei! I), in: Di,e Wirtschaftspr砂fung,44. Jg., 1991, S. 401. 

て，制度化への傾向が見られるなか，理論的立

場からの検討が必要ではないかと考える。

そこで，まずオプション取引の会計処理が必

要となった経済的背景を考察し，貸借対照表へ

の計上の前提となっている基準について検討す

ることにする。さらにドイツにおける各学者の

オプション取引の会計処理についての見解を検

討した後， ドイツに所在する企業のオプション

取引および金融商品についてのディスクロージ

ャーの状況を調杏した。ドイツにおける理論的

観点からのオプション取引の会計処理について

の考察は，わが国におけるオプション取引の会

計処理を考察するにあたって，注目に値するの

ではないかと考える。

II.オプション取引の貸借対照表計上能力論

の前提

1.オプション取引の会計処理の経済的背景

オプション取引は，現在では株・通貨・商品

等多種の取引に及んでいる。オプション取引の

歴史を遡れば，古代にまで遡ることができ，既

にI日約聖書にその例を見ることができるとさえ

言われている。また，経済的意義を考慮して最

初のものとして証明されるのは， 17世紀のオラ

ンダのチューリップ球根の投機的取引と考えら

れている叫それではなぜ，これほど以前から行

われていたオプション取引が，現在新たに問題

となったのであろうか，まずこの問題について

考察することからはじめることにする。

ドイツでオプション取引の会計処理が問題に

される必要が生じた経済的背景として，次のよ

うなことが考えられる。

Holger H釦uselmannによれば，企業の経済

的活動において，現在無形経済財の処分可能性

(V erfugungsmoglichkeit) がますます重要と

なっていること，また従来の商品およびサービ

ス取引に，これまでの取引にはない特殊性をも

つオプション取引が加わったこと等が挙げられ

る(2)0

また， HildegardDreissigによれば， 1970年

7月1日以来，株式のオプション取引がドイツ

証券取引で取引されることになった（表 2参

(1) Niemeyer, Markus, Bilanzierung und 
Ausweise von Optionsgeschaften nach Handels-
recht und Steuerrecht, Frankfurt am Main 1990, 
S.l. 
(2) Hauselmann, Roiger, Die Bilanzierung von 
Optionen aus handelsrechtlicher Sicht, in : Der 
Betrieb, 44. Jg., 1987, S. 1745. 
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（基礎価格： 100万 DM)

買
増加

時期
新締結

株
1979 315.0 
1980 323.1 
1981 296.5 

1982 314.2 
1983 1374.2 
1984 1606.5 

1985 5581.0 
1986 9285.4 
1987 6059.6 

1988 3941.2 
1989 17415.4 
1990 10018.9 

1988 6月 266.5 

7月 558.2 
8月 346.6 
9月 312.8 

10月 549.9 
11月 324.1 
12月 320.9 

1989 1月 891.7 
2月 1089.6 
3月 909.6 

4月 1351.3 
5月 1172. 0 
6月 2059.3 

7月 1997.3 
8月 2308.2 
9月 1575.2 

10月 1614.7 
11月 1065.3 
12月 1381.2 

1990 1月 2618.4 
2月 1486.1 
3月 992.4 

4月 1087.5 
5月 858.4 
6月 560.3 

7月 842.2 
8月 615.8 
9月 263.4 

10月 265.7 
11月 266.5 
12月 162.2 

1991 1月 372.7 
2月 336.9 
3月 229.0 

4月 194.0 
5月 202.8 
6月 182.8 
率

1986 93.9 
1987 9.2 
1988 

1989 
1990 

し)

ドイツにおけるオプション取引の貸借対照表計上能力論

表2.オプション取引

才 プ シ ヨ ン 冗= り 才 プ
減少 増加 減少

オ権プ利シ行ョ使ン 利期棄オプ行）プシ問使ショ中のンョ（権放オン 報公引にシ告的おのョ期残オけン取高末プる 締払オオンン取結価わププ格引れにシシ支のたョョ 新締結 権オブ利シ行ョ使ン 行棄オン（ヨオ使期）プンプ権間のシ~利放中ショ

126.6 261.0 92.9 15.0 158.0 112.8 60.0 
139.7 165.5 ll0.9 18.9 141.2 70.8 66.2 
136.7 163.1 107.6 20.0 139.2 74.7 63.6 

151.7 128.2 141.8 22.8 123.2 48.8 69.1 
546.6 161.8 807.4 93.4 306.3 39.3 183.0 
592.7 1123.4 697.6 82.8 379.6 134.8 186.8 

1922.3 775.5 3580.8 353.3 1715.2 86.9 701.9 
3205.9 7373.5 2286.5 582.3 1619.1 666.1 1800.9 
1431.7 3783.7 3131.1 232.3 929.8 489.5 541.3 

1264.2 3721. 9 2086.0 141.5 745.6 136.8 392.8 
12675.8 3478.8 3346.9 855.7 3570.8 2067.7 1210.9 
7453.5 4998.7 913.6 447.0 3389.2 1635.5 2265.5 

130.0 1312.0 9.1 47.4 1.2 

274.2 351.6 1244.3 20.0 127.5 11.3 119.5 
21.2 1569.8 12.6 68.9 0.6 
50.4 17.0 1815.1 11.6 46.1 0.4 11.0 

477.3 268.2 1619.5 20.9 96.2 6.4 147.0 
11.9 1931.7 11.3 66.0 2.9 
166.6 2086.0 10.7 43.7 3.6 

888.9 408.3 1680.4 36.4 145.3 102.3 190.3 
628.4 2141. 7 40.5 219.8 129.5 
635.8 2415.5 33.7 224.8 121. 7 

547.7 1501.6 1717.5 57.1 319.5 24.0 396.8 
663.4 2226.1 47.2 319.2 170.8 
1741. 0 2544.4 173.2 239.3 199.4 

1436.1 977.4 2128.2 102.5 391.5 21.8 470.9 
1348.3 3088.1 111.3 418.1 243.6 
931.5 3731.7 74.7 345.3 195.4 

2328.3 591.5 2426.7 75.5 362.6 502.9 152.9 
611.9 2880.1 39.4 304.1 181.2 
914.5 3346.9 64.2 281.3 175.1 

2490.4 1025.6 2449.3 134.5 588.9 28.9 753.6 
890.5 3045.0 69.7 475.7 273.4 
893.1 3144.2 51.5 205.7 121.3 

1051.7 1562.8 1617.2 57.3 460.7 40.7 815.2 
511.4 1964.2 32.4 464.6 270.0 
358.9 2165.6 16.6 265.1 161.8 

524.9 1745.1 737.8 35.2 197.1 141.6 590.4 
340.0 1013.6 20.7 389.2 289.2 
142.3 1134. 7 8.5 113.2 146.0 

11.8 665.2 723.4 8.8 110.0 58.3 106.3 
139.6 850.3 6.3 85.5 46.7 
98.9 913.6 5.5 33.5 57.6 

1.6 758.0 526.6 14.7 115.9 119.2 43.2 
184.3 679.2 12.4 87.1 47.1 
139.6 768.7 9.9 91.9 60.5 

156.0 389.1 417.6 8.0 74.1 13.0 130.3 
131.5 488.9 7.4 39.3 23.2 
138.6 533.0 6.4 58.4 32.7 

3.2 41.1 49.7 1. 7 68.3 42.7 15.0 
25.6 29.8 3.3 0.3 2.2 7.3 5.4 
2.1 1.2 1.4 0.7 0.1 

0.4 0.3 

シ ヨ ン

結払引オたョわオフのにン取締支れプジ
報公引にシ告的おのョ期残オけン末取高プる

価シ認ョン

39.4 6.1 
43.7 5.7 
44.7 5.6 

50.2 5.2 
133.9 14.0 
192.1 12.2 

lll8.7 36.2 
270.8 61.0 
160.9 38.0 

376.9 36.4 
668.9 122.7 
157.1 121.3 

231.2 1.6 

227.9 13.6 
296.2 2.1 
330.8 1.3 

273.7 2.9 
336.8 2.2 
376.9 1.6 

229.6 4.2 
319.9 7.1 
422.9 7.2 

321.6 9.1 
469.9 22.9 
509.8 5.7 

408.6 9.9 
583.0 11.9 
732.9 8.6 

439.7 15.6 
562.6 12.2 
668.9 8.3 

475.3 19.4 
677.7 13.7 
762.0 5.5 

366.8 16.6 
561.4 13.5 
664.7 10.5 

129.8 8.4 
229.8 11.3 
197.0 5.3 

142.2 7.3 
181.2 7.3 
157.1 2.5 

110.7 6.8 
150.7 2.8 
182.1 3.3 

113.0 2.1 
129.0 1.3 
154.6 2.1 

10.5 1.4 
0.1 0.0 
0.7 0.0 

注）基礎価格は，取引の締結に際して協定しうる相場であり，その相場で当該有価証券はオプションの履行に際して決済されなけ

ればならない。

（出所） Statistische Beihefte zu den Monatsberichten der Deutsche Bundesbank, Werゅapierstatistik. Juli 1991 Nr. 7. 
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照）。このオプション取引は，経済恐慌直後に停

止され，それ以来約40年後に復活することにな

った。さらに1986年 4月以来，固定利子回りの

有価証券のオプション取引が始まり， 1990年 1

月には， ドイツ先物取引の開始から，利子およ

び株価指数における先物オプション取引 (Zins-

terminkontrakte und Terminkontrakte auf 

den deutschen Aktienindex) が行われること

になった（3)。このような取引は，経済財の譲渡な

いしは購入を伴わず，相場差額の実現を目的に

行われる取引である（表3で示されるように，

譲渡可能性のないオプション取引がある）。これ

までの取引とは異なる性質を有する取引が生じ，

多様化したオプション取引について統一した会

計処理が必要とされるようになった。このこと

が，オプション取引の会計処理が問題とされる

根拠の一つとして挙げられている叫

さらに， MarkusNiemeyerによれば，オプシ

ョン取引は経済的取引全体に普及し，価格およ

び通貨リスクの防衛のため注目されている。こ

れらのオプション取引は将来も発展し，国内お

表 3.オプション取引の貸借対照表計上能力の基準

オプ譲ショ渡ン対可象能物性の種類
譲渡可能性 譲渡不可能性

貸ヵ借対ぁ照表計上能 株プ式シにおけるオ 商品におけるオプ
がる ョン ション

貸ヵ偕ナゞ対か照表計上能
カない

利子ー先プ物シにお
けるオ ョン

商品先物プ契シ約にお
けるオ ョン

（出所） Dreissig, Hildegard, Bilanzsteuerrechtliche 
Behandlung von Optionen, in : Betriebs-Berater, 1989, S. 
1512. 

(3) Dreissig, Hildegard, Bilanzsteuerrechtliche 
Behandlung von Optionen, in: Betガebs-Berater, 
1989, S.1511. 

(4) 国際的にもまだオプション取引についての会計

処理は，統一していないのが現状である。アメリカ

においても，オプション取引に関する会計基準書

は発表されていないが， AICPAから討議報告書86
-2号として「オプションの会計」が発表されている
（中央新光監査法人編，前掲書， 138頁）。

第 57巻第3• 4号

よび国外における競争と結び付くであろうとい

うことが指摘されている。そのため，経済的取

引におけるオプション取引は，基本的な経済的

意義の観点から，貸借対照表（年度決算書）に

おいて表示されなければならない。それにもか

かわらず，判例および文献ではオプション取引

の問題にそれほど注意が払われていない。その

理由として，彼はオプション取引の資料が複雑

であること，さらにオプション取引の会計処理

には，債権債務関係に特徴づけられている反面，

他方では，貸借対照表法の中には経営経済学に

よって特徴づけられるという側面があること等

を指摘している叫この彼の指摘は，オプション

取引について統一した会計処理を考える上でも

特に重要だと考えられる。そこで，次にこのよ

うな経済的背景のもとに，経済監査士協会の銀

行専門委員会はEG指令との調整のための商法

改正に際して，オプション取引の会計処理に関

していかなる提案をしているかについて検討す

ることにする。

2.経済監査士協会によるオプション取引の

会計処理についての提案

前述の経済的背景のもとに，国内法の EG指

令との調整の過程で，商法第340条～第340条0

の改正にあたり，信用機関に対する会計処理が

検討された（表1に示されるように）。この信用

機関の会計指令の施行に先立ち，経済監査士協

会の銀行専門委員会は， 1987年に「オプション

取引の会計処理について」と題する提案をして

いる。

Ullrich Lingerによって，経済監査士協会の

提案の内容は，表4のようにまとめられている。

(5) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 2-3. 
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表 4.経済監査士協会によるオプション取引の会計処理

買買いい手オプション 買売いり手オプション 売買いり手オプション 売売りり手オプション

オa)プ積シ極ョ側ン計上
積極側項目 20 積極側計上 20 

収（消益極項側目項目48) 収（消益極項側目項目48) 

b)評価調整 費用項目 3 費用項目 3 

履例設れ当ば目損行定するえな3失オののばるさらが際，負引れプな予費担当いになシ想用金。にけはョ項相， がれさン 例履設れ当目ば定行損すなるえ3失オのばのるさら場，負れが引なプ費予合担当ないシ想金。用ににけョ項相がれさンは，

行オプションの履

券簿積れプの極取取価シはる格側得得。オョ原へプにさン有価計れシよ価上／たっョ証帳オてンさ
簿シさ価売れョ却格ンる権益べだ利はけき控オでの帳除ブあ

る。

期オプ（消シ滅ョ）ンの満 費（費用項用項目目133) 費（費用項用項目目133) （収益項目 4) （収益項目 4)

積極側項目20:その他の財産対象物

消極側項目 8:その他の債務

費用項目 3：債権および有価証券における償却および価額調整ならびに信用取引におけ

る引当金設定

費用項目13:その他の費用

収益項目 4：信用取引における引当金の取り崩しから生じる収益を含めたその他の収益

（出所） Linger, Ullrich, Optionen, Wiesbaden 1987, S. 190. 

現段階では，オプション取引の会計処理につい

て，法学者および会計学者との見解に不一致が

見られる（各見解の比較は，表8に示される）。

この主な争点の一つには，経済監査士協会の見

解では，銀行型の買いオプションの場合，オプ

ション取引から利益が生じるかあるいは損失が

生じるかについて不確実であるにもかかわらず，

オプション料の受け取りを「その他の債務」と

して記載してもよいかという点である。またニ

つには，オプション取引における利益の計上を，

オプション取引の権利行使時に行うべきかある

いは権利の期限切れ（満期）時点に行うべきか

という問題である。

H.H註uselmannによる経済監査士協会の見

解に反対する根拠は，経済監査士協会の提案が，

オプション取引の権利行使時点で，オプション

料の受け取りをオプション対象物の売上として

見なすことは，商法第252条第 1項 4号（6)に従

って，実現主義に反するというものである。つ

まり， H.H註uselmannによれば，経済監査士協

会の提案は，オプション契約と本契約が異なっ

ている規則内容であるにもかかわらず，両契約

が区別されておらず，商法第249条第 1項 1文(7)

(6) 商法第252条第1項4号「一般的評価原則」
「決算日迄に発生し特に予見可能な危険および損

失は，慎重に評価しなければならず，それが決算日

と年度決算書作成日との間に判明した時にも，これ

をすべて計上しなければならないが，利益は，決算

日現在に実現している時に限り，これを計上するこ

とができる」（商法の条文は黒田全紀編著『解説西ド

イツ新会計制度』同文館， 1987. を参照している。

以下同様）。
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によれば，起こりうる損失について引当金が設

定されなければならないと考えられる。 M.

Niemeyerによる経済監査士協会の提案に対す

る反対意見は， IIIに譲ることにする。

このように，経済監査士協会の銀行専門委員

会の「オプション取引の会計処理について」の

提案には理論的見解からの反対意見が見られる。

理論の観点からは，オプション取引について，

統一した会計処理が求められる傾向のなかで，

1993年の営業年度から信用機関の年度決算書に

適用される会計規定を定めている商法には具体

的なオプション取引の会計規定は見られない。

しかし，「貸借対照表上で認識されなかった金融

取引」については，草案の段階にある財務諸表

規則(Entwurf-Rechtsverordnung [Rechnungs-

legungverordnung] =EVO)において，貸借対

照表の注記および附属明細書における記載事項

として義務づけられることが懸案となっている

（表9で示すように）（8)。また， ReinhardPrahl 

によれば，この規則の草案は， I日商法に見られ

なかった長所として指摘される。さらに，信用

約束 (Kreditzusage)あるいは保証 (Grantie)

の便宜上の会計処理についての判断のため，債

務の記載が拡張されているとも指摘されている。

また，規則の中で，積極項目が， 22から16に，

消極項目は15から10に減らされたが，新たに積

極項目として追加された「無形の財産対象物」

の列挙は注目に値する叫

ドイツでは，オプション取引についての統一

(7) 商法第249条第 1項1文「引当金」
「引当金は，不確定債務および未履行取引から生
じる恐れのある損失につき設定しなければならな
し刈。
(8) Prahl, Rainhard, Die neuen Vorschriften des 
Handelsgesetzbuches fur Kreditinstitute (Tei! 
I), in : Die Wirtschaftspr幼mg,44. Jg., 1991, S. 
407. 
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的な会計処理は，制度上は，具体的に規定され

ず，より統一的なものとして，経済監査士協会

の提案が挙げられている。しかし，現段階では，

商法上は貸借対照表の注記および附属明細書に

おける記載義務にとどまると考えられる。

しかし，わが国のオプション取引の会計処理

の検討と貸借対照表計上能力論の研究の一端と

して，オプション取引の会計処理を制度の観点

から，さらに理論的観点からドイツの学者の見

解を検討する必要があろう。それには，まず，

理論の観点からオプション取引の貸借対照表計

上基準の前提を考察する必要がある。

3.オプション取引の貸借対照表計上基準の

前提

ドイツでは，従来から「貸借対照表能力論」

として，何が貸借対照表上の「財産Jとして載

せることができるか，またその「財産」を「主

観価値」で載せるかあるいは「客観価値」で載

せるかという価値論争が行われてきた。この後

者の論争は，わが国においても極めて有名であ

る(10)。この段階での貸借対照表論は，純粋に「財

56-

(9) 改正前における銀行および金融機関の財務諸表
を概観すれば，貸借対照表への無形固定資産の計上
は見られない。

(10) 従来の「貸借対照表能力」についての議論と現
在問題となっている「貸借対照表へいかなる貸借
対照表項目が計上されうるかどうか」についての
議論は，異なる経済状況を背景とした問題である。
そこで，本稿では現在問題となっている貸借対照表
への計上についての議論を「貸借対照表計上能力
論lとして扱っている。従来の貸借対照表の内容
に関する諸問題は，貸借対照表能力論 (Lehrevon 
Bilanzf註higkeit)および貸借対照表価値論または
評価論 (Lehrevon der Bilanzbewertung) とに
区別して論じられている。上野教授によれば，能力
論とは貸借対照表の内容すなわち貸借対照表に上
げるべき項目はいかなる性質の項目であり，いか
なる資格／条件を具備することを要すものである
かという問題を扱う。他方，価値論または評価論は，
その項目に付すべくき金額・価額・価値の決定すな
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産」の貸借対照表への計上を主張する静態論と

して特徴づけられる。しかし，法律家である H.

V. Simonの見解に見られるように，貸借対照

表への財産対象物の計上に「無形財（無形の収

わち評価に関する問題を扱う。この問題に際して，

貸借対照表能力の有無がまず決定され，しかる後

に，能力ある項目につきその価値の決定が問題とな

ることから，貸借対照表の内容・実質の問題の内，

能力論が先決問題であって評価論はこれに次ぐべ

き問題であると言えると指摘される（上野道輔

(1936) 144頁。）。また，上野教授によると，レーム
の場合の貸借対照表論においては， 1,何が貸借対
照表に記載されることを得かつ記載されることを

要すか（貸借対照表能力論および貸借対照表義務に

関する論） 2'記載された項目がいかに評価される
べきか（貸借対照表価値論）であることが指摘され

る。さらに，ケスターの場合は，貸借対照表作成に

解決すべき問題として， 1,貸借対照表の物的内容
の決定 2'項目表示の方法（貸借対照表の形式）
3'項目評価の基準（評価問題）の問題に分けるこ
とができるとされる（上野道輔 (1936)198頁。）。ゎ
が国では，従来から能力論と価値論が論じられてき

た。なかでも，津守教授が指摘されるように，特に

評価論についての論争はよく知られている。しか

し，積極項目の過小表示ならびに消極項目の過大表

示（秘密積立金設定）の合法および違法を中心とし

た研究は少なく。さらに独占確立期のドイツにおけ

る静態論および動態論の生成の現代的意義につい

て実務分析によって証明された津守教授のご指摘

は注目に値する。

また，当時の能力論は，貸借対照表上で「財産」
であるかどうかが問題となり，現在のような「貸借

対照表上に計上できない貸借対照表項目」が貸借対

照表上に計上できるかどうかが問題となるのでは

ない（現在では，例えば，貸借対照表補助的計上項

目あるいは “paperasset’'が問題となっている）。
つまり，現在問題となっている会計処理は，本来

は費用となる項目が，貸借対照表へ計上されるとい

う貸借対照表計上問題である。また，法律の側面か

ら見ても，従来商法および株式法における貸借対照

表上の会計処理は評価および計上についての規定

は明確に区別して規定されていなかった。しかし，

EG (Bilanzrichtlinie der Europaische Geimein-
schaft)との調整のため，商法における財務諸表に
ついての分類および計上／評価規定 (Gliederungs
-und Ansatz-, Bewertungsregelung)について明
確に区別された。この各規定に「選択権」「義務」「禁

止」の規定が定められている。各規定の明確な区別

に従って，貸借対照表への表示には，まず何を貸借

対照表へ計上するか，さらにいくらで貸借対照表へ

計上するかという順に従って貸借対照表上の会計

処理を区別して問題とすることが考慮されている。

このことから，前者を「貸借対照表計上能力」とし

て，さらに後者を「貸借対照表評価」として区別す
ることにする。
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益価値）」の貸借対照表計上が主張され始める時

期を過渡期として， E.Schmalenbachの動態論

の生成に至るまで，当時の貸借対照表論に遡っ

て見ても，貸借対照表計上基準は変化している

ことがわかる(11)。静態論においては，清算を前

提とした個別売却可能性に基づき「財産」を評

価し，あるいは「債権債務関係」によって貸借

対照表への計上を行うというものであった(12)。

しかし，経済事象の変化によって会計取引に

も変化が生じる。土地および建物について借地

権および用益権をともなう取引およびリース取

引等の取引では，法の概念の「所有権」よりも

むしろ財産対象物および用益権の「経済的帰属

性」が貸借対照表計上基準として尊重されるこ

とになった(13)。さらに現在では，金融市場の発

展にともない，貸借対照表での金融取引の認識

が問題となる。その金融取引の一つであるオプ

ション取引の貸借対照表計上基準について考察

すると，一般に，オプション取引の基礎には民

法の債権債務関係が存在する。さらに，その民

法の債権債務関係と区別して，オプション取引

の契約当事者間の関係は異形の債権債務関係

(ein atypisches Schuldverh註ltnis)<14)として特

徴づけられる。しかし，その特徴づけは， H.

H註uselmann• H. Dreissig • M. Niemeyerの各

(11) 拙稿，前掲稿（『紀要j) を参照。

(12) 拙稿，前掲稿（「経済学研究』）を参照。

(13) K. Kafferは， DieBilanz als Zukunftrechnung 
(1976)の中で「経済的状況」を重視している。 H.
Rolandは， Der Begriff des Vermogens-
gegenstandes im Sinne der handels -und 
aktienrechtlichen Rechnungslegungsvorschriften 
(1980)において「経済的財産対象物の帰属性」
(wirtschaftliche V ermogengegenstande) を主張
している。さらに， Muller-Dahlは， Betガebs-
wirtschaftliche Probleme der handels-und steuer-
rechtlichen Bilanzierungsfahigkeit (1979)において
「経済的帰属性」 (wirtschaftlicheZ ugehorig kei t) 
を主張している。

(14) H且uselmann,Holger, a. a. 0., S.1745. 
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学者によって異なっている。そこで，この債権

債務の関係について，各学者の特徴づけについ

て検討することにする。

まず， H.H~uselmann は，オプション取引の

特徴を次のように述べている。オプション取引

は．一方の当事者が，オプション対象物の購入

および販売について権利を．一方の契約当事者

に委ねることから，オプションの権利行使は，

契約に基づき権利取得者のみが可能となる。な

ぉ，権利取得者は契約の効力の発生を自分自身

の将来の判断に委ねることができる。他方，債

務者は，契約時点から拘束されることになる（守

秘義務）。彼は，このオプション取引の法関係

を，民法第305条以下の契約自由の範囲における

「異形の債権債務関係」であるとしている。彼

の見解によれば，オプション取引は本契約と結

び付き，民法上の仮契約とは区別され，先買権

とも区別されなければならない。つまり，オプ

ション取引契約は，目的とする契約の内容が決

定されると同時に，オプション権利の購入者に

一方的な購入の意思表示によって本契約の成立

を行使できる権利が委ねられた独立の準備契約

であると言える。この権利によって本契約が成

立する。従って，彼の見解によるオプション取

引契約は，本契約と同じ程度の法的効力をも

っ(15)という解釈になるであろう。

また， H.Dreissigによれば，税法上の判断（表

5参照）は民法上の判定を基礎として構築され

なければならないと考えられている。オプショ

ン取引として示される法形成 (Rechtsge-

staltung) と狭義のオプション権利との区別を

前提としている。その法形成には，買入権ある

いはオプション権利が含まれる(16)。この法形成

(15) H!iuselmann, Roiger, a. a. 0., S.1745. 
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と狭義のオプション権利とを比較することによ

って，オプション契約（オプション権利の容認）

と本契約（オプション権利行使）がそれぞれ独

表5.Ronitzによるオプション取引についての会計
処理

支払わ価れ稲ヤオプ
ション 即時費用

買（いオプション
取上支シ払得げョ原わンる価価れ格たをオプ多 コール） 履行 昔‘き

シ
ヨ

ン 期限切れ 無効

> 支払わ価れ格たオプ
ション 即時費用

売（プりオップト）ション
履行 受取売却価格

期限切れ 無効

価受格取オプション 即時収益

オ 買（いオプション

プ コール） 履行 売上高＝購入価格

シ 期限切れ 無効ヨ

ン
価受取格オプション

＇ 
即時収益

売（プりオプション 支格払の積っ極た購側計入価上ット） 履行

期限切れ 無効

（出所） Dreissig, Hildegard, Bilanzsteuerrechtliche 
Behandlung von Optionen, in: Betriebs-Berater, 44. Jg.; 

1989, s. 1514. 

(16) 法形成に含まれている買入権とオプション権利

を区別すると次のように区別される。

買入権とオプション権利との区別

一方的に決められた売買 契約上の権利容認

申し出

(AはBに当該年度の
9月 3日までに Bに
20,000DMの価格で経済
財を購入することを申し

出る。）

一条件つきの売買契約

(Aは20,000DMの価

格で経済財を Bへ売却
することが， Bも望んで
いることを予想している

ことを条件に販売するこ

とが義務づけられてい

る。）

ー一方的に義務づけられ

た仮契約

(Aは，翌年の 1月1日
に20,000DMの価格で経

済財の売買についての購
入契約を結ぶことが義務

づけられる。）

Dreissig, Hildegard, a. a. 0., S. 1512. 
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立した法取引であることが認められる（表6-(1)

を参照）。彼は，この区別によってオプション取

引の原理ならびにオプション取引の理論上の関

係を分析している(17)。彼のオプション取引の原

理は，オプション取引における当事者と売りお

よび買いオプション取引の関係から，まず買い

手一売り手および買いオプション（コール）一

売りオプション（プット）のマトリックスによ

って取引の事実関係が示されている（表6-

(2)）。まず，買いオプションでは，オプション

の買い手には，売り手から一定の価格（基礎価

格／オプション行使価格）による経済財の購入を

要求する権限が与えられている。この権利に対

して，買い手は、売り手にプレミアムを支払わ

なければならない。それに対して，売りオプシ

ョンでは，オプションの買い手には，売り手に

一定の価格（基礎価格／オプション行使価格）で

表6-(1)．法形成と狭義のオプション取引の比較

法形成 狭義のオプション権利

際が契約たる一成購約申のし方立入遂て当し事行的，す契出契約者でなのる売約。承のにあ認却結なよるこ果。れのしるは拘，ので申は購買，束あし入単入出るさ権。契れにな 約てンる「契本，オのい結約契プるし果約かシはも，」でのしョ本同あンとと権様並契みる利。行約になのオ引にさと購独成プれき入続立立シる契。すョきし

購しオ入て契本プい約契シるをョ行オンと権並プう利権立シ利はしョ，をン将保契成来証約立

すは，る。 約゚ て

仮本一利い一契契方るを方約約。はも他的．のつは締，方契。に義結約当，務事当をを者義事延づ務者期のけ一づのすられ方けるも権たてにう 格請契すよく者求約オ，っる権有。プてにを対資確遂シを保格定行しョ証者てすンし権契すのたる利約意権内る容利のの思9ま締，で表のを有結示保購は資証の入なに

（出所） Dreissig, Hildegard, Bilanzierungsteuerrecht-

liche Behandlung von Optionen, in: Betriebs-Berater, 

44. Jg., 1989, s. 1512. 

(17) Dreissig, Hildegard, a. a. 0., S. 1512. 
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表6-(2).H. Dreissigによるオプション取引のマトリ
ックス

オプション権利の買い手 オプション権利の売り手

オプション料を支

買いオプショ 払う
取オプるション料を受け

ン
利何かを取を購得入すする。る権 何がる義。か＇務を売づ却けすられるてこいと（コール）

オプション料を支
売りオプショ 払う

取オプるション料を受け

ン
（プット）

1利何かを取を得売却すする。る権 何が義か務を購づ入けすられるるこ。と 1 

（注） 買い／売りオプションの 損失は制限される

買い手 （損失＝オプション

価格）

売り手 利益は制限される

（利益＝オプション

価格）

買いオプションの買い手 利益は制限されな

し)

売り手 損失は制限されな

し)

売りオプションの買い手 利益は制限される

（利益＝基礎価格一

オプション価格）相

場＞〇

売り手 損失は制限される

（損失＝基礎価格一

オプション価格）相

場＞〇

（出所） Dreissig, Hildegard, Bilanzierungsteuerrecht-

liche Behandlung von Optionen, in: Betriebs-Berater, 

44. Jg., 1989, s. 1512. 

表6-(3)．株式における買いオプション

株式相場 基礎価格 オプション価格 本源的価値 時価

297 250 60 47 13 

297 280 46 17 29 

297 300 35 

゜
35 

297 320 28 

゜
28 

本源的価値…オプション対象物の現在価格ー株式相場と基

礎価格の額

オプション権利履行によって即時実現する

時 価……オプション価格と本源的価値との差額

売り手の損失を補填する／買い手の利益のチ

ャンス

•株式相場との関係で基礎価格が低くなればなるほど，ォ

プション価格は高くなる。

•株式相場との関係で基礎価格が高くなればなるほどオプ
ション価格は低くなる。

（出所） Dreissig, Hildegard, Bilanzierungsteuerrecht-

liche Behandlung von Optionen, in: Betriebs-Berater, 

44. Jg., 1989, S. 1512. 
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の経済財の売却を要求する権限が与えられてい 表6-(4)．オプション取引の典型的な例

る。この権利に対して，買い手は売り手にプレ

ミアムを支払わなければならない。この例示は，

表6-(2),(4)，表7に示される通りである。

さらに M.Niemeyerは，商法および税法に

おける貸借対照表上のオプション取引の会計処

理について，民法と貸借対照表法（商法）を区

別して研究することを前提としている。研究の

重点は，貸借対照表法の領域にあるが，会計処

理に必要である限りにおいて，民法上の問題に

論及しオプション取引の契約が法の関係に基づ

き二層構造 (einezweiphasige Struktur) (is)で

あることが指摘されている。この二層構造は，

第一段階に，オプション取引契約において，契

約当事者が権利を行使する。第二段階で，この

権利行使によって本契約が成立し，本契約の効

力が生じる。

買いオプション

買いオプションの買

い手益は直証，結取券接び付引オのからの利が プショ
ン有昇価 相場の
上に いてい

ること価かを証期ら券待， オプション の相場
の上有昇 してい
る。

る。

売りオプション

売い幌手りオプションの取四
は 買糧い手の
ら缶じ 益が
相場の に結
いていることか
ら，下落の相場を期
待している。

で，
な
か
が，
が
額

この両段階の仲介を行うのがオプション権利

である。 M.Niemeyerによれば，この構造に基

づき，オプション権利取得者は，オプション契

（出所） Dreissig, Hildegard, Bilanzierungsteuerrecht-

liche Behandlung von Optionen, in: Betriebs-Berater, 

44. Jg., 1989, s. 1512.で説明されている内容を示したもの
である。

表 7.Graf von Treuberg, Hubert/Scharpf, Pau]によるオプション取引の会計処理

コールの保有者購（買）い
オプションの入

ププットの保有者購入（売）り
オ ションの コールのプ守シ秘ョン義の務売者却潰いオ ） プ（売ッりトオのプ守シ秘ョン義の務売者却）

権 利 株価格を一）定で取の価得格する（権基礎利 株価格を一）定で売の価却格する（権基利礎 オプション料の受け取 オプション料の受け取り り

オプション権の利基礎行使価格に オ際プしてシ，ョ株受ン権のけ利基行礎使価格に義 務 オプション料の支払い オプション料の支払い 際して渡，株
で0)譲 での引き

オプション権利行プ
使に際ン料して0)オ 取得原価の増価 売上高からの控除 売上高の引き上げ 取得原価の減価ショ の経済的
影響

利益が発生する時 K> (B+P) kく (B-P) K<B K>B 

利 益 G=K-(B+P) G= (B-P)-K G=P G=P 
G=K-B-P G=B-P-K 

（利益チャンス） （無限） （無限） （制限） （制限）

貨用が発生する時 K<B K>B K> (B+P) kく (B-P)

損 失 V=P V=P V=K- (（B+P) ） V= (B-P)-K 
V=K- B-P V=B-P-K 

（損失リスク） （制限） （制限） （無限） （無限）

k＝現金相場 B＝基礎価格 P＝オプション料 G＝利益 v＝損失
（出所） Graf van Treuberg, Hubert/Scharpf, Paul, DTB-Akticnoptionen und deren Abbildung im Jahresaschluss 

von Industrieunternehmen, in : Der Betガeb44. Jg., 1991, S. 663 
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約に基づきオプション対象物の所有者の同意を

必要としないで，オプション期間内に一方的な

意思表示によって本契約を成立させることがで

きる。それに対して，オプション債務者は，ォ

プション取引契約の締結によって，オプション

権利を容認する義務を有する。他方，オプショ

ン権利取得者は，反対給付としてオプション料

を支払うことが義務づけられる。この権利取得

者のオプションの権利行使によって本契約が成

立する。オプション取引の概念は，結果的にオ

プション権利・オプション契約および本契約に

よって形成される法関係の総括として見なされ

る(19)。このことから，オプション取引は，オプ

ション契約に基づく二人の契約当事者間の取引

であるといえる。

以上， ドイツにおけるオプション取引の貸借

対照表計上の前提について考察してきた。各学

者の研究方法は異なっているにもかかわらず，

民法の債権債務関係を前提として経営経済学上

のオプション取引について，統一した会計処理

の構築に努めているという共通点が見い出され

る。次に，二人の契約当事者における法関係の

(18) Markus Niemeyerは，オプション取引の会計処
理の基礎に，次のような債権債務関係を考察してい

る。

①第一段階
オプション権利取得者 オプション債務者

（オプション権利） （守秘義務一法的拘束）

オプション期間内の権

利行使

②第二段階

債権者

権利の容認

権利▼ 行使

本契約の成立

債務者

(Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 6.を参照）

(19) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 6, S. 20. 

もとで， ドイツの学者がオプション取引の貸借

対照表計上をいかに考察しているかについて検

討することにする。

III. オプション取引の貸借対照表計上能力論

1.オプション権利の積極側貸借対照表計上

能力

前述のように，オプション取引は，オプショ

ンの権利行使によって本契約の成立に至る。オ

プション契約は，形成法に従って独立した契約

である。ここでは，これまで述べてきた法関係

において生じる貸借対照表計上問題を扱うこと

にする。

商事貸借対照表には，商法第246条第 1項「完

全性の原則」 (1) によって全ての財産対象物が計

上されなければならない。また税務貸借対照表

も所得税法第5条第1項(2)に従って，商法上の

GoB（正規の簿記の諸原則）に準拠することが義

務づけられている（基準性の原則）。M.Niemeyer 

によれば，オプション権利は，財産対象物の決

定的な基準である独立取引可能性を充たすこと

によって，財産対象物として解釈されうる。こ
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(1) 商法第246条第 1項「完全性，相殺禁止」

「年度決算書には，法律に別段の定めのある時を

除き，すべての財産対象物，負債，計算限定項目，

費用および収益を計上しなければならない」。

（注） 商法の条文に見られる，，Vermogensgegenstande"
は，確かに会計上の「資産」に該当すると考えられ

る。しかし，商法改正にあたり， ,,Wirtschabtsgut"
へ変えるべきかどうかについての論争の末，伝統的

な商法上の，，Vermogensgegenst註nde"に落ち着い
た。この論争の根拠を考慮して，「財産対象物」とし

て訳すことにした。また， ,,Jahresabschluss“は，伝
統的に「年度決算書」と訳されていることから，こ

の訳に準じた。しかし,,,Rechnungslegung"という
用語は，「計算書類または財務諸表」と訳すほうが，

適切だと考える。そこで，本稿では，「財務諸表」と
いう訳を採ることにした。
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のことから，オプション権利は，貸借対照表へ

計上されなければならないことになる。彼は，

商法上の財産対象物の計上基準として独立取引

可能性を挙げている。商法の財産対象物には物

財および経済的利益等があり，彼によれば，商

法上の財産対象物概念は，民法上の「対象物」

概念よりも広義の概念である。しかし，この広

義の概念に実現主義および債権者保護という制

約が与えられる。つまり，彼の見解では，この

二つの原則の制約を通して，法的取引における

実現しうる価値のみが，貸借対照表の積極側へ

計上できると考えられる。

さらに， M.Niemeyerは，オプション取引の

会計処理を研究するにあたり，オプション取引

を証券取引所におけるオプション取引とそれ以

外のオプション取引とに区別している。そこで，

オプション取引の区別に基づくオプション権利

の貸借対照表計上について検討することにする。

まず，証券取引所におけるオプション権利は，

個別に評価でき，また利用可能であるばかりで

はなく，具体的な個別売却可能性を充たすこと

ができる。しかし，ゼロ証券の貸借対照表計上

能力は認められない(3)。他方，証券取引所以外の

オプション権利は基準化できないこと，さらに

契約当事者の利益状態はオプション取引の形式

および内容に関係していること等から，民法第

413条(4)および第398条(4)以下に従って譲渡さ

(2) 所得税法第5条第1項「完全商人および一定のそ

の他の営業者の利益」
「1.法的規定に基づき帳簿の記帳と定期的決算
を行うことが義務づけられるか，そのような義務が

なくとも帳簿記帳と定期的決算を行う営業者の場

合には，営業年度の決算に関して，経営財を計上し

なければならない（第4条第 1項1文）。その経営財
は，商法上の正規の簿記の諸原則に従って，記載さ

れなければならない。 2.利益決定に際して．税法
上の選択権は，商法上の年度貸借対照表と合致して

行使されなければならない」。

(3) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 43. 
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れる。もし，民法第399条（4)の譲渡禁止にもかか

わらずオプション権利を譲渡したならば，オプ

ション取引の法的効力はない。つまり，証券取

引所以外のオプション取引の債務者にはオプシ

ョン義務が存在しない。

また，証券取引所以外のオプション取引，っ

まりこのオプション取引には，商品・原料・機

械・設備・コンピュータ等，さらに土地および

建物等に関するオプション権利が挙げられてい

る（5)。これらの権利は，特許権•免許権・販売認

可等に入れられる。これらのオプション取引は，

個別評価が可能であることから貸借対照表の積

極側への計上が認められる。さらに，これらの

権利取得のため必要とされる費用は，取得原価

として貸借対照表の積極側へ計上される。また，

特別のオプション権利（個別オプション取引一

特殊オプション取引）は，個別評価ができない。

結果的に， M.Niemeyerの見解によれば，ォ

プション権利は多少の例外はあるにしても，一

般的には貸借対照表の積極側へ計上できると考

えられ，積極側へ計上されなければならないこ

とになる。また，オプション権利は，有償で取

得された無形の経済財として解釈されたとして

も，貸借対照表の積極側への計上義務が認めら

れる。他方，税務貸借対照表も，基準性の原則

(4) 民法第413条「その他の権利の譲渡」
「債権の譲渡についての規定は，別段の規定がな
い限り，他の権利の譲渡に相当する適用にある」。

民法第398条「譲渡」
「1．債権は，他方の当事者との契約によって，
債権から一方の当事者へ譲渡されうる（譲渡）。 2.
契約の締結によって，旧債権者に代わって新債権者

が生じる」。

民法第399条「内容変更あるいは協定に際しての
譲渡の除斥」

「債権が譲渡されえないのは，次の場合である。

まず，内容の変更なしに，本来の債権者とは別人へ

の給付が行うことができない場合，あるいは債務者

との協定によって譲渡が排斥される場合である」。

(5) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 46. 
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から商法上の貸借対照表への積極側計上義務に

準拠しなければならない。さらに，積極側への

計上が認められたオプション権利には消耗性が

存在するかどうかが問題となる。次に，オプシ

ョン権利の消耗性について考察することにする。

2.オプション権利の消耗性

オプション権利は，財産対象物として貸借対

照表計上能力を有することから，商法において

オプション権利は，商法第253条第 2項(6)に従

って，計画的減価償却が行われなければならな

い。つまり，固定資産の場合，その利用が期間

的に限定される時には計画的減価償却が行われ

なければならない。それに対して，一定時点の

利用可能性が消耗されていることが確定される

場合には，オプション権利の利用は，一時的に

制限されると考えられる。この場合には，経済

的価値の低下という意味において価値消耗が生

じることになる。

オプション権利の経済的価値は，形成価値

(Gestaltungswert)と処分価値 (Dispositions-

wert) という二つの構成要素から構成される。

つまり，形成価値は，本契約に効力を及ぼすこ

とのできる経済的利益を示し，処分価値は，ォ

プション対象物をオプション期間に渡って処分

できることを意味している匹形成価値は，オプ

ション対象物の現在価値（現在相場）と低い基

礎価格との差額を示し，減価償却は不必要であ

る。それに対して，処分価値は，期間に関係する

ことから，減価償却を必要とする。M.Niemeyer 

(6) 商法第253条第 2項「財産対象物および負債の計

上価額」

「固定資産に属する財産対象物でその利用が時間

的に限られているものについては，取得原価または

製作原価から計画的減価記入額を減額しなければ

ならない」。

(7) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 54-55. 

の見解によれば，オプション権利は完全な利益

を保有していないことから，権利の処分価値は

減少する(8)。そのためオプション権利は，経済的

価値消耗を前提として，慎重性の原則によって

減価すべきである。このことを考慮すれば，ォ

プション取引の債務者は，権利の容認とともに

即時収益として認識するのではなく，貸借対照

表の消極側へ計算限定項目として計上すべきで

ある。また，短期のオプション権利は，商法上

のGoBに従って，貸借対照表の積極側へ計上

しなければならない(9)0 

他方，税法は，オプション権利の貸借対照表

の積極側へ計上することについては商法の規則

に従っている（基準性の原則）。しかし，オプシ

ョン権利の消耗については，所得税第5条第6

項(10)によって，基準性の原則を制限することに

なり，商法と独立した評価規定によって経済財

の消耗性が主張される。税法上，耐用年数が12

か月以内の短期のオプション権利は，所得税法

第7条第1項(11)に従って，価値の消耗による控

除は行われない。また，オプション権利は，通

常の固定資産とは異なり，オプション権利がオ

プション期間の終了後には価値がなくなり，も

し権利不履行が生じた時には，オプション費用

として消耗する。他方，オプション権利を消耗

しない経済財として認める見解は，オプション

(8) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 54. 
(9) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 58. 
(10) 所得税法第5条第6項「完全商人および一定のそ

の他の営業者の利益」

「引出金および払込金，貸借対照表変更の容認，経

営支出，評価ならびに財の減少あるいは消耗につい

ての控除の規定が準拠されなければならない」。

(11) 所得税法第7条第 1項「財の消耗ならびに減耗に

ついての控除」

「獲得収入のある納税者は，通例1年を超える期
間に及ぶ使用あるいは利用する経済財につき，使用

あるいは利用の全期間に及ぶ当該経済財の原価の

均等配分のうち， 1年にあたる償却額が各年毎に償
却されなければならない」（定額減価償却）。
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権利にオプション期間の間の権利の利用および

消耗を認めないことを根拠としている。

以上のように，オプション権利は，一般に財

産対象物として貸借対照表計上能力があり，価

値消耗が認められることから減価および控除が

行われなければならない。次に，前述の法の関

係から生じたオプション債務者の義務の貸借対

照表計上能力について考察することにする。

3.オプション畿務の消極側貸借対照表計上

能力

オプション権利取得者の損失が，オプション

料の額に限定されるのに対して (H.Dreissigが

示すマトリックスの表6-(2)，表7に示すよう

に），オプション債務者の損失は限定できない，

つまり計算できない損失が生じる恐れがあ

る(12)。オプション債務者にとって，どれだけの

損失が消極側に計上されるかが問題となる。そ

こで，オプション債務者の義務を貸借対照表の

消極側へ計上するにあたって， M.Niemeyerに

よれば，次の三点に絞られる (13)。つまり，①オ

プション債務者の法的拘束（守秘義務），②本契

約と結び付いた義務さらに，③オプション権利

の容認とともに発生する守秘義務の違反行為か

ら生じる損害賠償についての損失である。

まず，①オプション債務者の法的拘束とは，

オプション権利取得者の権利行使期間まで，ォ

プション債務者のオプション対象物の処分可能

性を制限すること，また損害賠償請求に応じる

べく義務を意味している。処分可能性の制限は，

マイナス財産価値を意味し，この経済的負担を

商法のGoBに従って，貸借対照表の消極側へ

(12) Dreissig, Hildegard, a. a. 0., S. 1513. 
(13) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 64-78. 
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計上しなければならない。このことは，税務貸

借対照表にもあてはまる。

また，②オプション契約の場合には，オプシ

ョンの権利行使が行われるまでは本契約は成立

しないので，本契約からの義務は生じない。こ

のオプション契約の段階では法的債務が強制さ

れておらず，商法上のGoBに従って貸借対照

表の消極側へ計上する必要はない。つまり，こ

の時点では，法的に強制される債務が生じるの

でもなく，また経済的負担が生じているわけで

もない。しかし，オプション期間の営業年度に

おいて，損失が予想されならびに期限切れが生

じる場合には，商法上のGoBとしての不等主

義に従って，「不履行取引から生じる損失」につ

いて，必ず引当金（つまり偶発損失引当金）を

設定しなければならない。この引当金の設定に

際して，「未履行状態」にあること，また「損失」

が予想されることなどが設定の根拠となる。こ

の損失の見積りにあたって， M.Niemeyerの見

解によれば，オプション対象物の基礎価格と市

場価格との差額が基準となる。もし，引当金が

貸借対照表に設定されなければ，附属明細書に

記載することが求められる。この引当金の設定

にあたって，本契約から生じる「損失」は，権

利の容認の時点に経済的に発生し，「起こりう

る」損失であり，「損失」の確実性は「理解ある

商人の判断」に従って，予想しうる損失額で見

積られなければならない。

さらに，③オプション権利行使以前のオプシ

ョン債務者の義務について考えると，オプショ

ン債務者は，オプション権利の容認と同時に，

オプション対象物の守秘義務が義務づけられて

いる。しかし，この義務だけで貸借対照表の消

極側への計上義務は生じない。この義務に違反

した場合に，オプション債務者は損害賠償請求
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に応じなければならない。従って，オプション

債務者は，商法第249条に従って，損害賠償請求

に対する不確定債務の引当金を設定しなければ

ならない。このような貸借対照表の消極側計上

義務は，商事貸借対照表および税務貸借対照表

において求められている。この不確定債務の引

当金は，オプション権利取得者に対してオプシ

ョン期間内の守秘義務に違反した場合に，生じ

る損失に対して設定される引当金である。

M. Niemeyerは，この三つの点において，ォ

プション債務者の義務は，消極側へ計上しなけ

ればならないという考えである。これまで， M.

Niemeyerの見解を中心に，オプション契約を

民法の債権債務関係と結び付け，二層構造に基

づきオプション取引の貸借対照表計上問題を扱

ってきた。しかし，さらに問題となるのは，こ

のオプション取引について，権利容認の時点と

権利行使時点および権利行使後の会計処理，さ

らにオプション権利を期間以内に履行しなかっ

た場合等に，いかなる会計処理が必要であるか

について考察したい。そこで， M.Niemeyerの

見解に基づき，オプション権利取得者とオプシ

ョン債務者の側から，さらに細分し，権利行使

前および権利行使後，権利の消滅に分け，会計

処理を検討することにする。

N．オプション契約当事者間の会計処理

1.オプション権利取得者側の会計処理

このオプション契約の当事者間の会計処理を

考察するにあたり，まずオプション権利取得の

会計処理を取り上げることができる。オプショ

ン権利取得者の会計処理は，さらに（ 1)オプ

ション権利行使前と (2)オプション権利行使

後とに区別して考察すべきである。というのは，

前述のように，オプション契約の段階と本契約

の段階とによって会計処理が異なってくると考

えられるからである。ここに， M.Niemeyer 

が，オプション取引の会計処理を二層構造で整

理している根拠が認められる。

(1) オプション権利行使前の会計処理

まず，問題となるのは，オプション権利取得

にともなって生じる費用処理についてである。

この費用の会計処理について，次のような四つ

の方法が考えられる。

① オプション権利として，財産対象物の取

得のための費用（オプション価格＋附随

費用）は，取得原価主義に基づき貸借対

照表の積極側へ計上される。

② 前払金として，貸借対照表の積極側へ計

上される。

③ オプション対象物の取得原価の附随原価

(Anschaffungsnebenkosten) として，

貸借対照表へ計上される。

④ 積極側計算限定項目として貸借対照表の

積極側へ計上される。

等の方法が考えられる。

これらの四つの方法のなかで， M.Niemeyer 

は，オプション権利取得者側のオプション料の

会計処理として，①の方法が適正であると考え

ている叫つまり，彼は，オプション権利取得の

ための費用は，独立の対象物として積極側へ計

上すべきであると考えている。しかし，オプシ

ョン対象物の取得原価へ算入した積極側計上は

適切ではない。そこで，なぜ②③④が適切では

ないかについて，彼の見解を検討することにす

る。

(1) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 79-88. 
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②のオプション権利取得に掛かる費用を前払

金として貸借対照表の積極側へ計上することは，

オプション権利は財産対象物であり費用ではな

いからである。また，オプション権利取得の取

引は，オプション契約を結んでも仕入取引では

ないからである。つまり，仕入取引は，本契約

から生じる取引であり，オプション契約は本契

約ではない。本契約は，オプション権利行使と

同時に成立することになり，本契約が成立する

まで前払金が支払われる仕入取引がまだ成立し

ていないと考えられる。この理由から，オプシ

ョン権利取得のための支出は，一般に仕入取引

に見られるような債務の支払いではなく，また

契約当事者からの給付に対する支払いでもない。

従って，オプション権利取得者は，オプション

価格（オプション料）の支払いによって，前給

付をもたらすのではなく，オプション契約から

権利の容認によって生じた主な給付義務を遂行

しているに過ぎない。このような理由によって，

彼はオプション権利取得に掛かる費用を前払金

として貸借対照表の積極側へ計上することに反

対している。

また，③について，彼は，オプション権利取

得者が，単なるオプション権利のみを取得した

時点でオプション料という費用を，オプション

対象物の取得附随費用として貸借対照表の積極

側へ計上できないとしている。その理由は，オ

プション権利取得の段階で支払われるオプショ

ン料は，オプション対象物の取得の決定がまだ

行われていない段階で発生している費用だから

である。また，もう一つの理由は，貸借対照表

のオプション対象物の取引において，オプショ

ン取引の目的がオプション取引の差額の実現に

のみ向けられることから，オプション対象物の

取得原価として貸借対照表の積極側へ計上でき

第 57巻第3• 4号

ないからである。この場合，特に容認されない

ことは，オプション権利取得のための費用を，

まず費用として処理しておき，オプション権利

を行使してオプション対象物を購入した後に，

利益を引き上げるような会計処理を行うことで

ある。この場合には，彼は，取得原価から控除

することが適切であると考えている。

さらに，④について，オプション料は，計算

限定項目として貸借対照表の積極側へ計上して

はならない。積極側計算限定項目として貸借対

照表上に費用支出の貯蔵を行うことができるの

は，商法第250条第 1項 1号(2)に従って，支出が

「一定期日（決算日……M.Niemeyerによる）

後の一定期間の」費用を示す場合にのみに限ら

れる。しかし，オプションの権利取得のための

費用（オプション料）の場合は，期間が確実で

あるという事実に反する。オプション料の支払

いは，オプションの権利行使に依存しており，

将来収益になるか費用になるか不確実であるこ

と，またオプション権利が行使されるか，また

権利が行使されないかについて予想がつかない

ことによる。従って，オプション料の支払いは，

「一定期間」の支出ではない。これらの理由か

ら， M.Niemeyerは，オプション料の支払い

は，前払金，オプション対象物の取得附随原価，

さらに積極側計算限定項目として計上してはな

らないと考えている。

その結果，オプション料は，オプション権利

として独立の財産対象物の積極側へ計上しなけ

ればならないことになる。

他方，前述のように，オプション権利の消耗

(2) 商法第250条第1項1号「計算限定項目」
「計算限定項目として記載されなければならない

のは，貸借対照表積極側には決算日前の支出であっ

て，決算日後一定期間についての費用を表す場合

に限る」。
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性があるという結果から，オプション権利の評

価について権利の消耗性が考慮されなければな

らない。オプション権利の評価は，期間配分を

前提とした計画的減価償却と決算日における評

価替えに分類できる。

まず，減価償却（商法第253条）（3）ないし消耗

についての控除（所得税法第7条第1項）は，

期間に適合した費用配分に役立つ。この費用の

配分は，商法の GoBに従って行われるべきで

あり，経済性，重要性および慎重性の原則に従

って，年度額の償却は月割基準に換算されうる。

また，決算日におけるオプション権利の評価替

えは，経済性を前提として取得原価を上限価値

として評価される。この場合，下限価値は個別

評価規定から導出される。この個別評価とは，

商法第252条以下，また税法では，所得税法第7

条第1項に従った評価である。個別評価規定の

適用は， GoBの適用が必要である。というの

は，最終的には，オプション権利の評価は，法

的問題というよりも経済的問題として，特に価

値の減価は商人の見積りに委ねられるからであ

る。さらに，この評価は，オプション権利を流

動資産として計上するか，あるいは固定資産と

して計上するかによって，次のような会計処理

が考えられる。

無形固定資産としてオプション権利を評価す

る場合には，継続性を前提とした取得原価が上

限価値となり，商法第253条に従って，貸借対照

(3) 商法第253条第2項1号， 2号「財産対象物および
負債の計上価額」

1号「固定資産に属する財産対象物でその利用が
時間的に限られているものについては，取得原価ま

たは製作原価から計画的減価記入額だけ減額しな

ければならない」。

2号「その計画と取得原価又は製作原価を，当該財
産対象物が利用可能であると見込まれる営業年度

に配分するものでなければならない」。

表に計上され，決算日における状況によって異

なった評価が行われる。まず，長期的な価値下

落が予想される場合には，商法第253条第2項3

号叫こ従って，特別減価償却を行わなければな

らない。この特別減価償却の場合は，オプショ

ン対象物の価値消失および技術老朽化が主な理

由である。しかし，一時的な価値下落である場

合には，特別減価は認められない（資本会社の

場合）。それに対して，固定資産の評価には，商

法上の GoBに従って，保守主義に基づき再調

達価値が基準とされる。さらに，前述の長期の

価値下落の理由が消失すれば，商法第280条第1

項1号(5)に従って，価値引き下げ命令を適用し

なければならない。他方，流動資産としてオプ

ション権利を計上した場合には，厳格な低価主

義が適用される。

証券取引所におけるオプション権利は，取得

原価以下になった場合には，特別償却しなけれ

ばならない。また，証券取引所以外におけるオ

プション権利は，相場ないし市場価格がないこ

とから，決算日に付与すべき低価値に減価しな

ければならない。この場合に，付与すべき価値

決定は，商法上の GoBに委ねられる。オプショ

ン権利は，売却を目的とする場合には，流動資

(4) 商法第253条第2項3号「財産対象物および負債
の計上価額」

「その利用が時間的に限られているか否かを問わ

ず固定資産に属する財産対象物については，計画

外の減価記入を行い，決算日現在に付すべきより

低い価額で計上するができるが，価額が持続して

低下すると見込まれる時は，特別減価記入を行わ

なければならない」。

(5) 商法第280条第1条第1項「価額回復命令」

「財産対象物につき第253条第2項第 3文または
第3項もしくは第254条1文による減価記入が行わ
れかつその根拠がもはや存在しないことが後の営

業年度において判明した時は，当該減価記入の金

額は，その間に行うべきであった減価記入を樹酌

し価額上昇の範囲においてこれを増価記入しなけ

ればならない」。
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産に計上され，付与すべき価値は販売市場から

導出されるべきであると考えられる。しかし，

資本会社の場合，オプション権利を流動資産と

して計上した場合には価値増加は認められない。

長期的に価値が下落した場合には，価値の引き

上げに選択権が与えられている。この価値引き

上げは税の過剰負担をもたらすことから，商法

第280条第2項(6)に従って，商人に対して価値

引き上げに選択権が保証されている。このよう

に，オプション権利取得者のオプション権利行

使前についての会計処理には，オプション権利

を取得した場合と権利行使までのオプション権

利の消耗ないし増価について，会計処理が行わ

れなければならない。そこで，次にオプション

権利行使の会計処理について， M.Niemeyerの

見解を検討することにする。

(2) オプション権利行使後の会計処理

オプション権利行使については， M.Nieme-

yerの見解によれば，三つの場合が考えられる。

その一つとして，①実際に，オプションの権利

行使をした場合(7)②権利行使を放棄した場合

（これは，表2で示されるようにドイツのオプ

ション取引の現状を考慮した場合，軽視できな

い）（8）③オプション権利を第三者に売却される

場合等に分類して会計処理を考慮すべきであ

る(9)0

①の場合は，オプション権利取得者がオプシ

ョン権利を行使することによって本契約が成立

(6) 商法第280条第2項「価額回復命令」
「第1項による増価記入は，より低い計上価額を
税法上の利益決定に際して保持することができ，
かつ当該保持の前提がより低い計上価額を貸借対
照表上も保持することができる時は，これを行わ
ないことができる」。
(7) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S.106-109. 
(8) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 110. 
(9) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 113-115. 
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する。そのため，この段階では，法効力が及ぶ

会計処理の必要はまだ生じない。つまり，本契

約の当事者の一方が，給付をもたらすことによ

って，初めて会計処理の必要が生じる。また，

権利行使の時点にオプション契約に見られる債

権債務関係（民法第362条）（10)が消滅する。それ

と同時に，オプション権利という財産対象物も

消滅することになる。そこで，オプション権利

取得者は，オプション権利の帳簿残高を権利行

使の時点で削除しなければならない。この場合

には，売りオプション権利の帳簿からの削除は，

損益処理によって行うことができる。しかし，

買いオプション権利の場合には，権利行使の時

点に，オプション対象物を購入することが決定

される。この場合のオプション対象物の取得に

掛かる費用は，取得原価として，またオプショ

ン権利の帳簿残高は取得附随原価としてオプシ

ョン対象物へ振り替えられる。しかし，オプシ

ョン対象物はまだ譲渡されないことから，この

取得附随原価は独立した「その他の財産対象物」

として積極側へ流動資産として計上されること

ができる。

また，②の場合は，オプション権利取得者が

オプション権利を行使しないで権利が消滅する

ことになる。つまり，その権利行使によって生

じる法効果を放棄することを意味する。権利行

使の放棄は，法効力から見れば，権利行使の場

合と同様に，債権債務関係が消滅しオプション

権利も消滅する。この場合，オプション権利の

帳簿残高は，権利行使の放棄の時点で損失処理

が行われるべきである。また，権利行使の放棄

(10) 民法第362条「給付による消失」
「(1)債権債務関係は，負わされた給付が債権者
に及ぽされて消失する。 (2)第三者への履行の目的
のために給付されるならば，第185条の規定が適用
される」。
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によって会計処理とオプション期限切れの時点

の会計処理と同様である。この場合，オプショ

ン権利の評価は，オプション期間内での計画的

減価償却および価値控除に基づき，ゼロ価値と

して評価される。

さらに，③の場合には，オプション権利の第

三者への売却が考えられる。この場合，特別の

会計処理が考えられるのではなく，オプション

権利の売却時点で，オプション権利は帳簿から

削除される。それと同時に，売却金額を受ける

ことになる(11)。このように， M.Niemeyerの見

解によれば，オプション契約と本契約とを区別

した二層構造に基づき，さらにオプション権利

取得者とオプション債務者との関係から，権利

行使の前後に区別した会計処理に整理して考察

している。次に， M.Niemeyerの見解に従っ

て，オプション債務者の会計処理を考察するこ

とにする。

2.オプション債務者側の会計処理

(1) オプション権利行使前の会計処理

オプション債務者が，オプション権利を容認

することによって，オプション権利は財産対象

物となる。その場合に，オプション債務者にと

っては，オプション料が，いかに会計処理され

るかが問題となる。そこで考えられる会計処理

が，三つ挙げられる。まず，オプション料を受

け取った時点で，①即時収益として認識する。

また，②「その他の債務」として消極側へ計上

する。さらに，③消極側計算限定項目として計

上するによって，各営業年度毎に受け取ったよ

うに収益を認識する等の方法が会計処理として

考えられる。この三つの会計処理のうちで，ど

(11) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 112-124. 

の会計処理方法が適切であるかについて検討し

なければならない。この判断に際し，オプショ

ン権利の容認と権利行使の期間が，それぞれ二

期間に渡る場合に，オプション料の認識はどの

期間に行うべきかが考慮に入れられなければな

らない。またオプション料の認識時点として考

えられるのが三つある。一つとして，オプショ

ン権利を容認した営業年度，また二つとして，

オプション権利が行使された営業年度，三つと

して，オプション権利の存続期間に渡る配分等

が考えられる (12)。

これらの会計処理の中で， M.Niemeyerの見

解によれば，オプション料を権利の存続期間に

配分して認識するという立場を採るとすれば，

オプション料を各営業年度毎に受け取るという

会計処理が適正であると考えられる。また，こ

の会計方法が実現主義から考察しても適切であ

り， GoBに準拠し，オプション取引の経済的性

質および法的性質から考察しても適正であると

考えられる。ここで意味される実現主義とは，

給付に対して反対給付がもたらされて実現する

ことを指す。オプション料のオプション債務者

の反対給付は，オプション期間全体に及ぶと考

えられる結果である。

それでは，なぜ，オプション料を即時収益と

する会計処理は不適正なのかについて考察する

必要があろう。その理由としては，オプション

債務者は，給付を先に行った後に，オプション

権利を容認するという解釈は，オプション料に

関係する将来の経済的負担を認識しておらず，

これは，実現主義および保守主義に反するとい

うことによる。

また，「その他の債務」として消極側へ計上す

(12) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 125-129. 
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ることがなぜ不適正なのであろうか。この会計

処理は，前述また表4でも示しているように，

経済監査士協会の見解に見られる。協会の見解

によれば，オプション料に対して給付が負わさ

れている限り (13)，オプション料を「その他の債

務」として計上すべきであるという考えである。

しかし，この会計処理については，前述のよう

に，各学者からの反対意見があり，なかでも，

M. Niemeyerは，オプション取引と本契約との

区別がなされていないと指摘し，経済的構造お

よび法的構造に矛盾する会計処理だとしている。

オプション債務者のオプション料は，将来のリ

スクを考慮すれば，前述のように引当金を設定

しなければならない(14）。この問題について，本

稿ではオプション義務の貸借対照表計上能力で

述べているので詳細な説明は行わないことにす

る。

次に，オプション権利が行使された後の会計

処理について考察することにしょう。

(2) オプション権利行使後の会計処理

オプション権利取得者の権利行使によって，

オプション債務者の法的拘束が消滅し，本契約

が成立する。ここでオプション契約の第一段階

は終了することになる。この場合の会計処理に

よって，オプション料に対する給付義務を果し，

オプション債務者は，この時点でオプション料

を収益として実現させることができる。つまり，

この時点で消極側計算限定項目を取り崩すこと

になる。しかし，権利が履行された後も，本契

約は引き続き，オプション対象物の引き渡しお

よび給付が行われなければ，未履行の状態を持

続することになる。他方，損失を見込んで設定

(13) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S.117. 
(14) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 119. 

第 57巻第3• 4号

された引当金は，引当金の不必要が証明された

時点で，引当金（偶発損失引当金）は取り崩さ

れなければならない。また，この引当金を取り

崩す場合は，オプション権利取得者が権利を行

使しなかった場合である。これにはまず権利の

期限切れ（オプション期間の期限切れ）とオプ

ション権利取得者の権利の法的放棄が考えられ

る。この場合には，本契約は成立しない。そこ

で，引当金の取り崩しおよび計算限定項目の取

り崩しが行われる。

さらに，オプション債務が第三者に譲渡され

る場合には，オプション権利取得者の同意を必

要とする。この場合にも，消極側計算限定項目

および偶発損失引当金は取り崩さなければなら

ない(15)0

以上，オプション権利取得者および債務者側

からの会計処理を， M.Niemeyerの見解に基づ

き検討してきた。理論的見解からは，オプショ

ン取引の貸借対照表および損益計算書における

会計処理が論じられているにもかかわらず，今

回の商法改正に際して，オプション取引の会計

処理について具体的な規定は見られない。しか

し，貸借対照表で認識されない金融取引は，財

務諸表規則 (EVO)においては貸借対照表の注

記および附属明細書の記載義務として規定され

ている (16)。次に，この財務諸表規則一草案

(EVO)の段階にある財務諸表規則の記載事項

の解釈を踏まえながら， M.Niemeyerの見解に

従って，オプション契約の当事者間の年度決算

書における記載を考察することにする。

(15) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 126-127. 
(16) Prahl, Rainhard, a. a. 0., S. 407. 
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表8.オプション取引の会計処理における各学者の見解の比較

経済監査士協会 (IdW) D. Reinitz M Niemeyer 悶auub!eSrtchGarrapf f von Treuberg1 Knop. Wolfgang 

会計処理側 買い手 売り手 利オ用プ者ション 提オ供プ者ション 利オ取プ得シ者ョン権 務オ者プション債 保有者 守秘義務者 入オ者プション購 守秘義務者

利オン料プ（）オシプョシン権ョ 対そ象の他物の財産 務益そそのの（引他他当のの金利債） 

費用 収益

極利財オ側産プと計シしと上てしョ無てン権形積
債計務限定ー消項極目側 オそプのシ他ョのン権財利産

収他料金オり益）プのの受シ（引そけョ取の当ン

利対討流産オけし「上対プ象そてれを動無物象記のばシ資形他物載なョと産財」のンししら権産へ財てななと

偶そ当つの発金い他損設ての定失債の務引に

")。

利オのプ履シ行ョン権 価オ象物プのシ取ョ得ン対原
売上 仕入 売上

利対替オを象プのオえ物帳プシる簿へ。ショ残振ンョ権蕊ノり 実オ引を収現当プ益金シさせのョと設ンるし料。定て
取加得原価の増

取側項収おンを（益料計否オけ目り時算定のプののる実受点消限設）シ現極定定けにョ

取費用得用原な価い附し費随

利期オオプのプ放シシ棄ョョ ンン権満
費用 収益 無効 無効 利オプの消シ滅ョン権

崩計引の取算当し金限り定崩の取項し目り

その他， Griitzemacherは，オプション料を積極側計算限定項目として記載しなければならないと考えている (HubertGraf von Treuberg/Paul Scharpf.) 

V. オプション取引の年度決算書における記

載

EG指令との調整のために改正された商法に

おける銀行の会計規定には，前述したように，

ペンジオン取引とは異なり，オプション取引等

の金融取引についての会計処理は具体的に規定

されていない。しかし， R.Prahlによれば， 1991

年の銀行指令法による商法改正にあたり，貸借

対照表では認識されない金融取引のなかで，取

り消し不可能な信用承認 (Kreditzusage)の記

載義務が拡張されていると解釈されている。附

属明細書に記載されなければならない取引のな

かには，オプション取引の守秘義務を含め，利

子および株価指数先物取引等が挙げられている

（表9参照）。このように，財務諸表規則ー草案

(EVO)の段階で，オプション取引は附属明細

書に記載しなければならないという規定にとど

まっている。しかし，経済監査士協会および会

計理論からのオプション取引の貸借対照表への

計上について，これまで見てきたように，関心

が持たれている。今回の商法改正にあたり，貸

借対照表および損益計算書の他に，附属明細書

における追加記載が，財務諸表の表示力という

意味において重要となっていると考えられる(1)0 

オプション取引は，貸借対照表への影響力をも

つ業務行為を含んでおり，特にオプション取引

におけるオプション権利，取引に生じる費用お

よびオプション権利取得のための費用（オプシ

ョン料）の受け取りの会計処理が重要である。

またこれからは，貸借対照表に表示されない債

務が，ディスクロージャーには必要となるであ

ろう (2)0

そこで，次に，理論的見解に基づきオプショ

ン取引の貸借対照表，損益計算書および附属明

細書における記載について，オプション権利取

得者およびオプション債務者側から考察するこ

とにする。

(1) Prahl, Rainhard, a. a. 0., S. 407. 
(2) Prahl, Rainhard, a. a. 0., S. 407. 
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表9. A. 貸借対照表の注および附属明細書

1 古典的 「オフバランス」 草務饂「連案」這続ーな財い的＊務しにた諸譲9「ァ表保渡JIB規証置さ史則債論れ務吟た(Eな9手マVら-O形‘び)'か`に第→ら保2生4証え条じ契↓~た約上を偶争か発寧ら債→ の
・ 手形の保証， 担保ならびに再割引等 日細あなm書るら」限なに・．いり,.性。~EV質にな四Oら-竿び？［9にか牟立＾竿•阪心9泣員M△記に冶戚てつさヽれてしか．な牢附け属れ定明ばし

2． 保証の譲手翻市の渡形湯讀振渡かtに闘手出から人生形ら生がににじ対流関るじ債すす通る務債るるし手保務な形証い場のの不日合寝に慶保かり証あら 烹g務れ胃悶のば受性なー悶財債質ら翡袖務おな」喜―哨いよ，＊。び慇第四金項額？Iにを澁(EV従附属っばo明℃趾)細簗利書2鉛5用に条記に第つ載1翻項いしてなlけ

B. 附属明細書

1ー！届i五i言；；；五五国畠璽旦晨囀言99it
一金およびその他の貴金属における先物取引，
貴金属先物契約，金オプション取引（守秘
義務）
ー有価証券の先物取引，特に，確定利付有価
証券をともなう先物取引
利率オプション取引（守秘義務），株式オプ
ション取引（守秘義務）
ー利子先物取引，特に利子先物契約，利子ス
ワップ，先物利率契約，先物担保からの引
き取り義務
ー類似取引，特に株価指数先物契約

2.管理伝達のためのサービス給付 草案ー財務諸表規則 (EVO)第32条第1項5文
附属明細書記載ーそれが，信用機関の全体的活
動に関して重要である限り。

（出所） Prahl, Reinhard, Die neuen Vorschriften des Handelsgesetzbuches fur Kreditinstitute 
in: Die Wirtschaftsprllfung, 44. Jg., 1991, S. 407. 

1.オプション権利取得者の年度決算書にお

ける記載

立法者は，オプション取引についての分類は

GoBに委ね，貸借対照表（商法第266条）（3)と損

益計算書（商法第275条）（4）の記載について規定

している。税法も商法に準拠する。

まず，オプション権利は，商法第247条(5)によ

る固定資産への分類が規定される。この分類に

(3) 商法第266条「貸借対照表の項目分類」

「貸借対照表は勘定形式により作成しなければな

らない」。

(4) 商法第275条「項目分類」
「損益計算書は報告形式により総原価法または売

上原価法に従って作成しなければならない」。

(5) 商法第247条「貸借対照表の内容」
「貸借対照表には固定資産，流動資産，自己資本，

負債および計算限定項目を区別して表示しかつ十

分に細分しなければならない」。

は，資産の耐用年数および期間が重視されるの

ではなく，商人の主観的目的，対象物の経営上

の機能によって実用的配列によって決定される。

つまり，財が経営に役立つ場合には固定資産へ，

また消費および売却を目的とする財である場合

には流動資産の配列へ記載される。オプション

権利は，財産対象物の目的決定を基準として記

載される独立の財産対象物であり，また法的取

引の目的決定とも関係する。前述の理由で固定

資産として記載される場合には，商法第266条第

2項(6)に従った貸借対照表の分類の範囲内で，

オプション権利は， A. 1.無形固定資産． 2. 

認可権．営業上の保護権およびこれに類する権

利および価値ならびに当該権利および価値の実

施権等のもとに記載されなければならない。重
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要なオプション権利である場合には，明瞭性お

よび真実性の原則に従って，補足的貸借対照表

項目として記載することが求められる。商法第

264条によって求められる財産状態の概観につ

いて誤った解釈を回避するために，商法第265

条（7)に従った細分類が可能である。さらに，

4.「オプション権利」という項目のもとに記載

が可能となる。これは，無形財の「権利」とい

う概念上の価値（「営業権」との中間的存在のも

のである）事実を考慮してのことである。また，

オプション権利行使の時点では，まだオプショ

ン対象物を取得していないことからも，貸借対

照表上への記載は「オプション権利」という項

目を追加することが求められる。

買いオプションの記載については，若干異な

った見解がある。 M.Niemeyerの見解によれ

ば，買いオプションの場合，流動資産の分類に

「包括項目」として記載しなければならない（商

法第266条第 2項BII. 4)。また， Adler/Di.ir-

ing/Schmaltzによる「前払金」として固定資産

の箇所へ記載するという見解について，彼はオ

プション権利行使の時点ではまだ支払いが行わ

れていないことから問題があるとしている。さ

(6) 商法第266条第2項「貸借対照表の項目分類」

A.固定資産
I.無形固定資産
1.認可権，営業上の保護権およびこれに
類する権利および価値ならびに当該

権利および価値の実施権

2.営業権
3.前払金

以下省略
(7) 商法第265条第3項 1文「項目分類についての一

般原則」

「財産対象物または負債が貸借対照表の複数項目

に属する場合，明瞭でかつ整然たる年度決算書の

作成につき必要である時は，他の項目に付記する

かまたは附属明細書に記載しなければならない」。

商法第265条第5項 1文
「項目をさらに細分することは認めるが，規定す

る項目分類を遵守しなければならない」。

らに， DieterOrdelheideは，支払いが行われて

いない費用を「計算限定項目」として記載すべ

きとしている。しかし， M.Niemeyerによれ

ば，この項目は「見越項目」となり，従来の1965

年株式法でも認められないことから適当ではな

いとしている。

つまり，流動資産に属するオプション権利は，

商法第266条第2項 BII. 4に従って，「その他

の財産対象物」のもとに記載されなければなら

ない。また，固定資産の場合と同様に，貸借対

照表真実性および明瞭性の原則のもとに独立の

細分類の表示が必要と考えられる。資本会社に

ついては，オプション権利は附属明細書に記載

することが義務づけられている。

損益計算書には，オプション権利に掛かる費

用のうち貸借対照表へ記載されない個別オプシ

ョン取引の権利取得に掛かる費用が記載される。

この費用は，オプション取引が営業活動内のも

のであり，総原価法を適用すれば，材料費（商

法第275条第2項5)，人件費（商法第275条第2

項6)，あるいはその他の営業費（商法第275条

第2項8)のもとに記載されなければならない。

さらに，売上原価法を適用すれば，製作原価（商

法第275条第3項2)，売上原価（商法第275条第

3項4)'一般管理費（商法第275条第3項5)'

その他の営業費（商法第275条第3項7)のもと

に記載されなければならない。他方，通常の営

業活動以外に関る取引事象の場合には，オプシ

ョン権利についての費用は，「特別費用」（商法

第275条第2項6) に示されなければならない。

しかし，「通常の営業活動以外に関る取引」につ

いて明白な規定はない。

附属明細書には，資本会社の場合，固定資産

として記載されたオプション権利について計画

的減価償却を記載しなければならない（商法第
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277条第3項）（8) 。附属明細書の目的は，貸借対

照表および損益計算書では伝達できない数字の

重要な情報を提供することにある。商法第284

条(9)および第285条(10)に従って，附属明細書に

よって充足すべき情報の伝達が義務づけられて

表1o.オプション取引の年度決算書における記載

オプション権利取得者の記載 オプション債務者の記載

女>
オプション権利の記載 消極側計算限定項目

流動資産 （商法第266条D3)

固定資産 偶発損失引当金

（商法第266条B3)

貸借対照表の積極側へ オプション契約と本契

i 
計上できない権利取得の 約における消極側計算限

ための費用 定項目の取り崩し

権利の消耗

買いオプション権利 偶発損失引当金の設定

売りオプション権利 および取り崩し

オプション権利を貸借 その他の財務上の債務

対照表へ計上しない場合 （商法第285条第3項）

』吉
には附属明細書に記載し

なければならない。

権利の消耗

固定資産としてオプシ その他の引当金（商法

ョン権利から控除しなけ 第285条第12項）

ればならない（商法第277

条3項1文）。

（出所） Niemeyer, Markus, Bilanzierung und Aus加eis

van Optionsgescl磋(tennach Handelsrecht und Steuer-

recht, Frankfurt am Main 1990.で主張されている M.

Niemeyerの見解を表に示したものである。

(8) 商法第277条第3項「損益計算書項目についての

規定」

1文「『特別収益』および『特別費用』項目には，

資本会社の通常の営業活動外で生じる収益および

費用を表示しなければならない。」 2文「その表示金
額が収益状況の判断につき重要性が乏しくない時

は，その項目はその金額および種類に関して附属明

細書において説明しなければならない」。

(9) 商法第284条第 1項「附属明細書」

「附属明細書には，貸借対照表または損益計算書

の個々の項目につき規定されているか，もしくは

選択権を行使して貸借対照表または損益計算書に

列挙されなかったため附属明細書に記載しなけれ

ばならない事項を列挙しなければならない」。

(10) 商法第285条「その他の義務的記載事項J
「附属明細書には，さらに以下（省略）の事項を記

載しなければならない。」商法第285条第12項「引当

金で，貸借対照表上「その他の引当金』項目に区別

して表示されないものについては，それが重要で

ある時には，説明しなければならない」。
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いる。また，附属明細書には，貸借対照表上に

表示できない「その他の財務上の情報総括」が，

商法第251条(11)に従って，説明されなければな

らない。オプション権利取得者の貸借対照表，

損益計算書および附属明細書における記載は，

表10で示す通りである。

次に，オプション債務者側には，貸借対照表，

損益計算書および附属明細書においていかなる

報告義務があるかについて考察することにした

し)

゜

2.オプション債務者の年度決算書における

記載

オプション債務者側は，まず，貸借対照表上

に消極側計算限定項目として計上したオプショ

ン料をオプション権利取得者の権利行使ととも

に取り崩さなければならない。このオプション

取引から生じる消極側計算限定項目の記載は，

前受賃借料および前受保険料とは区別して記載

されなければならない。この場合，計算限定項

目の取り崩しは収益となる。特に，オプション

料が，他の計算限定項目と区別されるべきであ

る場合には，附属明細書における報告が義務づ

けられる。また，偶発損失引当金は，貸借対照

表上に「その他の引当金」（商法第266条第3項

B 3) として記載されなければならない。場合

によっては，附属明細書に記載しなければなら

ない(12)。

また，損益計算書には，貸借対照表に設定さ

(11) 商法第251条 1文「責任関係」

「貸借対照表の欄外には，消極側の部に表示する

ことを要しない時は，手形の振り出しおよび譲渡に

基づく債務，手形保証，および瑕疵担保契約に基づ

＜債務ならびに他人の債務につき担保を設定した

ことに基づく責任関係を付記しなければならない

が，これを一金額に記載することができる」。

(12) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S. 149-151. 
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れていた消極側計算限定項目の取り崩しによっ

て生じる収益が記載される（商法第246条第 2

項）。また，偶発損失引当金の設定についての費

用記載は，「その他の営業費」として記載されな

ければならない。さらに偶発損失引当金の取り

崩しから生じた収益は，貸借対照表に設定され

ていた消極側計算限定項目の取り崩しによって

損益計算書に，「その他の営業収益」として記載

しなければならない（商法第275条第2項～3項

6)。オプション債務者は，収益を引当金に設定

される費用と相殺してはならない（商法第246条

第2項）。オプション取引が，営業上の活動でな

くても，その取引から生じる費用および収益が

ある場合には，附属明細書において説明されな

ければならない（商法第277条第4項2)(13) 0 

附属明細書における記載義務は，まずオプシ

ョン取引から生じる財務上の債務（商法第285条

第3号）についての報告義務がある。この「財

務上の債務」についての報告義務は，商法第264

条第2項の一般条項とともに，企業の実際上の

財務状態の概観性を確実にすることからも必要

だと考えられる。この附属明細書における補足

記載によって，資金状態についての誤った判断

を回避できる。従って，オプション債務者側に

おける売りおよび買いオプション取引から生じ

る債務について記載が義務づけられているのは，

オプション権利の容認によって資金の利用を自

由に出来ることを報告し，商法第264条第2項に

求められる実際上の財務状態について適正な概

観を伝達することを意味することになる。財務

上の資金についての判断にとって重要であり，

また貸借対照表および損益計算書では概観性が

得られない場合にのみ，附属明細書に記載され

(13) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S.152-155. 

なければならない(14)。さらに，その他の引当金

（商法第285条第12号）としてオプション取引か

ら生じる損失について高額の引当金が設定され

ることから，中大規模の企業のオプション取引

は，商法第285条第12号に従って，説明義務が規

定されている。また，この規定によれば，オプ

ション取引について設定された偶発損失引当金

は，附属明細書で説明されなければならない。

それに対し，その引当金が貸借対照表に記載さ

れる場合には，「その他の引当金」として区別し

て記載されなければならない。「その他の引当

金」の1/10程度の偶発損失引当金は，それほど

重要ではないが，重要である場合には，附属明

細書における説明が義務づけられている。その

場合に，商法第285条第12号において数字による

記載が求められなくても，引当金の性質と金額

が報告されなければならない(15)0 

以上のように，オプション債務者の附属明細

書における記載は，商法第264条第2項の実際上

の財務状態について適正な概観を伝達すべき規

定から生じる記載義務であることがわかる。こ

の附属明細書における報告義務は， EG指令に

おける銀行会計指令においては重要なものとし

て位置づけられている。つまり，商法第340条

～第340条0の改正に際して，前述の金融市場

を経済的背景として生じてきた貸借対照表にお

いて認識できなくなった金融取引は，表9に示

されているように，具体的な会計上の処理規定

が行われず，附属明細書の報告義務として規定

されることになった。この点でも，会計の「計

算領域」から「公開」への移行の現象が見られ

る(16)0 

(14) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S.155-157. 
(15) Niemeyer, Markus, a. a. 0., S.158-159. 
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表11. ドイツにおけるオプション取引が認可されている企業のオプション取引および金融商品のディスク
ロージャーの状況

企 業 名 オプション取引および金融商品についての表示

AEG AG, Berlin/Frankfurt 
AGIV, Frankfurt 
BASF. AG Ludwigshafen 
Bayer AG, Leverkusen 
Bayerische Vereinsbank, M廿nchen.
BBC AG, Baden/Schweiz. 
BEW AG, Berlin. 
BHF-Bank AG 
BHW Bank, Hameln. 
BMW, AG 
Commerzbank AG, Frakfurt/Main. 
Conti Gummi 
Daimler-Benz AG, Stuttgart. 
Degussa AG, Frankfurt. 
Deutsche Babcock, Oberhausen. 
Deutsche Bank. Frankfurt 
Dresdner Bank, Frankfurt 

Feldmtihle Nobel, Dtisseldorf. 
Harpener AG, Dortmund. 
Henkel KGaA, Dtisseldorf. 
Hoechst AG, Frankfurt 
Roesch AG, Dortmund. 
Kali und Salz AG, Kassel 
KARST ADT AG, Essen. 
Kaufhof AG, Kain. 
KHD AG, Kain. 
Kl/ickner Werke AG, Duisburg. 
Linde AG, Wiesbaden. 
Lufthansa (Stamme, Vorztige) 
MAN AG, Mtinchen. 
Mannesmann AG, D廿sseldorf.
Metallgesellschaft AG, Frankfurt. 
Nixdorf AG, Paderbom. 
Porsche AG, Stuttgart. 
PREUSSAG AG, Berlin/Hannover 
Rtigers AG, Essen. 
RWE AG, Essen 
Schering AG, Berlin/Bergkamen. 
Siemens AG, Berlin/Mtinchen 
Thyssen AG, Duisburg/Dtisseldorf. 
VART A AG, Bad Homburg. 
VEBA AG, Berlin/Dtisseldorf. 

VEW 
VIAG AG, Bonn. 
Volkswagen, W olfsburg. 
Wella AG, Darmstadt. 

附属明細書ーオプション付債券，債務／計算限定項目

附属明細書ーオプション付債券，資本準備金

附属明細書ーオプション付債券

附属明細書ーオプション付債券

附属明細書ーオプション付債券，先物オプション取引

附属明細書ーオプション付債券，先物オプション取引，株価指
数取引，その他の財産

附属明細書ーオプション付債券，債務

附属明細書ーオプション付債券，資本準備金

附属明細書ーオプション付債券，資本準備金

附属明細書ーオプション付債券，資本準備金

附属明細書ーオプション付債券，資本準備金

附属明細書ーオプション付債券，外国為替オプション取引

附属明細書ーオプション付債券，債務，計算限定項目，資本

附属明細書ーオプション付債券，連結貸借対照表一債務

附属明細書ーオプション付債券，その他の債務

附属明細書ーオプション付債券，その他の債務

附属明細盪ーオプション付債券，資本，資本準備金

附属明細書ーオプション付債券

附属明細書ーオプション付債券，オプション株，資本準備金

附鷹明細書ーオプション付債券，計算限定項目，資本準備金

（出所） Lingner Ullrich, Optionen, Wiesbaden 1987, S. 142．に掲載された企業の年度決算書について調査した結果

である（参考資料， Handbuchder Aktiengesellschaften 90/91, Bd. I-Bd. VI, S. 1 ~5856.上記のドイツ企業以外に外

国企業12社にオプション取引が認可されている Alcan,Chrysler, ELF Aqutiaine, General Motors, IBM, Littoi1, 

Norsk Hydro, Philips, Royal Dutch, Sony, Unilever, Xerox.）。，,Optionanlehe"は，新株引受権付社債またはワラ

ント債と訳されているが，この債券についての研究の必要があり，本稿では「オプション付債券」と訳すことにした。

(16) 津守稿「企業会計原則の再構築と『会計政治化』」

『企業会計」 Vol.39. (1987. 9) 40頁を参照。
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3.実務における企業のオプション取引およ

び金融商品についてのディスクロージャ

ーの実態

これまで，オプション取引の会計処理を理論

的見解から検討してきた。この理論的見解は，

表8に示すように，必ずしも職業会計士および

税法学者の見解と一致するわけではない。

そこで，実務における企業は，オプション取

引および金融商品についていかなる形式でディ

スクロージャーを行っているかについて検討す

ることにしたい。さらに，株，社債，株価指数，

通貨ならびに貴金属，商品等の広い範囲にわた

るオプション取引のなかで，表11• 12で示すよ

うに，金融商品の 1つであるオプション付債券

が極めて多いことが分かる。ここでは，オプシ

ョン取引および金融商品を取り上げて，企業の

年度決算書におけるディスクロージャーの状況

について調査することにする。

ドイツでオプション取引が行われる証券市場

として，フランクフルト，デユセルドルフ，ハ

表12.オプション取引が認可された企業以外の企業のオプション取引および金融
商品のディスクロージャーの状況

企 業 名 オプション取引および金融商品
についての表示

ADT Limited, Hamilton/Parsippany. 附属明細書ーオプション株

ASKO DEUTSCHE KAUFHAUS AG, Saar- 営業報告書ーオプション土地所有
brticken. 附属明細書ーその他の債務として記載

Barlow Rand Limited, Sandton. 

BASF AG, Ludwigshafen. 

B.A.T Industries p.l.c., London. 

Berliner Bank AG, Berlin. 

Berliner Elektro Holding AG, Berlin 

附属明細書ーオプション株

附属明細書ーオプション付債券，資本
準備金，計算限定項目

附属明細書ーオプション株

附属明細書ー外貨オプション取引

附属明細書ーオプション付債券，債務，
資本・資本準備金

Beta Systems Computer AG, Frankfurt. 附属明細書ーオプション付債券

BTR pie, London. 附属明細書ーオプション付債券

Cable and Wireless Public Limited Co皿附属明細書ーオプション株
pany, London. 

co op AG, Frankfurt. 附属明細書ーオプション付債券

Ford Motor Company, Wilmington/Dear- 附属明細書ーオプション株
born. 

Foster's Brewing Group Limited, Melbourne. 附属明細書ーオプション株

General Motors Corporation, Wilmington/ 附属明細書ーオプション株
Detroit/New York.（オプション取引が認可さ
れた外資企業）

Hanfwerke Oberachern AG, Achern. 附属明細書ーオプション付債券

National Westminster Bank PLC, London. 附属明細書ーオプション株

Neuhaus, Dr., Computer KGaA, Hamburg. 附属明細書一受益証券（オプション）

MLF Holding fur Umwelttechnologien AG, 附属明細書ーオプション株
Karlsruhe. 

PWA Papierwerke Waldhof-Aschaffenburg 附属明細書ーオプション付債券，資本
AG, Mtinchen/Raubling. 準備金，計算限定項目

Rheinmetal Berlin AG, Berlin/Dtisseldorf. 附属明細書ーオプション付債券，その
他の財務の債務

翌芸差王笠：：：密□翌dここ。:GI ;；;;;：こここ：？こ
（出所） Handbuch der Aktiengesellschaften 90/91, Bd. I........,Bd. VI (S. 1-5856.）に掲載

された企業の1988........,1989年の年度決算書におけるオプション取引および金融商品について

の記載を抜き出して作成した資料である。
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表13. フランクフルトとデュセルドルフの株式オプション市場の比較

デュセルドルフにおける総 フランクフルトにおける総 総基礎価格 (100万
年 基礎価格 (100万DM) 基礎価格 (100万DM) DM)デュセルドルフ：フランクフルト

1983 

買いオプション 174,2 1.481,7 10: 89 

売りオプション 5, 7 338, 1 2: 98 

総計 179, 9 1.819,8 9: 91 

1984 

買いオプション 109,4 2 056,5 5: 95 

売りオプション 7,8 460,3 2: 98 

総計 117,2 2.516,8 4 : 96 

1985 

買いオプション 733,7 7.943,6 8: 92 

売りオプション 79,6 1. 755,6 4: 96 

総計 813,3 9.699,2 8: 92 

1986 

買いオプション 942,7 12.212,5 7: 93 

売りオプション 64, 1 2.220,5 3 : 97 

総計 1.006,8 14.433,0 7: 93 

第一上場，第二上場を合わせたオプション取引の締結および譲渡。

（出所） Lingner, Ullrich, Optionen, Wiesbaden 1987, S.157. 

ンブルグ， ミュンヘンおよびベルリンの証券市

場が挙げられる。しかし，実際にオプション取

引が行われている市場は，フランクフルト，デ

ユセルドルフの二つの市場であるとされる(17)0 

その二つの市場で取引されているオプション取

引の比率は，表13で示される通りである。株の

オプション取引が認可されている企業には，

1987年現在で国内企業47社と国外企業12社が存

在する(18)。このオプション取引の管理は株式取

引理事会のもとにあり，この理事会の構成は，

証券規則 (Borsenordnung) に従って，債権者

グループ，ブローカー，銀行の証券管理者等か

ら構成されている。オプション取引が認可され

るためには，次の要件を充たす必要がある。

(17) Linger, Ullrich, a. a. 0., S. 143. 
(18) Linger, Ullrich, a. a. 0., S. 142. 

1.連邦参議院の同意によって，連邦財務省が

株式の取引を認めている（証券取引所法第63

条第 1項）（19)0

2.株式は， ドイツ証券取引所で不変的に取引

されなければならない。

3.株式は，通常高い売上高の株でなければな

らない。

4.株式の価値総額は，少なくとも1,000万ドイ

ツマルクでなければならない（証券取引所法

第50条第4項）（20)。

5.会社の同意が必要である（証券取引所法第

(19) 証券取引所法第63条第 1項「取引所定期取引の制

限」
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50条第5項）（21)。

6.株式の売上高は，公開されなければならな

い。

7.会社は，定期的に株式法によって規定され

ている年度営業報告書によって会社の営業状

況を公衆に報告する中間報告を公開する(22)0 

これらの要件が，国内および国外の株式に適

用される。表12において， ドイツの企業47社以

外の営業報告書におけるオプション取引および

金融商品についての報告状況を調査している。

企業のオプション取引および金融商品のディ

スクロージャーの現状を考察すると，オプショ

ン付債券およびオプション取引について附属明

細書における報告が極めて多いことが明らかに

なる。また，まだ理論的見解に見られるような

貸借対照表および損益計算書における報告は制

度化されていないことが判明する。国際的にオ

プション取引等の金融商品についての会計処理

が注目されるなかで， ドイツでも，これから制

度上オプション取引の会計処理がどのように進

展するかについては関心のもたれるところであ

る。

VI.結びに代えて

本稿では，理論的見解に基づき，オプション

(20) 証券取引所法第50条第4項「承認」
「有価証券の取引所定期取引の承認は，取引定期

取引の行われるべき有価証券の総額が額面より少

なくとも1,000万ドイツマルク以上である時に限り，
与えることができる」。

(21) 証券取引所法第50条第5項「承認」
「国内の営利会社の持分については，会社の同意

があった時に限り，取引所定期取引の承認を与え

ることができる。与えられた承認は，会社の取消請

求があった時は，当該請求が取引所理事会に表明

された日から起算して少なくとも 1年経過後に取
り消されるものとする」。

(22) Linger, Ullrich, a. a. 0., S. 140. 

取引の貸借対照表計上能力について考察した。

現在問題となっているオプション取引の会計処

理は，わが国のみならず， ドイツ，アメリカ，

およびイギリス等で，制度および職業会計士な

らびに会計理論家の間で関心が持たれている会

計問題の一つである(1)。そこで，まずオプション

取引の会計処理を問題にしなければならなくな

った経済的背景について検討し，さらにオプシ

ョン取引を中心に現在問題となっている新しい

経済事象における会計処理に対して， EG指令

との調整という背景のもとで，制度および理論

がいかに対処しているかについて考察してきた。

その結果，現在では，新しい経済事象に対処す

る会計処理として，無形の財産対象物について

の会計処理がとりわけ重要となっており，また，

金融取引における収益の実現時点および損失の

発生にかかわる取引について，損益計算書より

むしろ貸借対照表上の会計問題として，つまり

貸借対照表計上能力が重要となっていることが

認められる。

ドイツでは，理論家によって，オプション取

引における貸借対照表への計上のために「異形

の債権債務関係」という民法上の思考を基礎と

した会計理論の構築に努められている。各学者

のなかでも， M.Niemeyerの見解は，民法上の

債権債務関係との区別を明確にし，さらに法関

係の二層構造に基づきオプション権利行使前お

よび権利行使後に区別して，オプション権利取

得者側とオプション債務者側の会計処理を検討

している。また，オプション料の支払いおよび

受け取りについて，理論家，経済監査士協会お

よび税法学者の見解（表 8) における相違を比

較すると，特に，理論家の見解に見られる消極

(1) Iの注(5)を参照。
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側計算限定項目へのオプション料の計上は，実

現主義による収益の期間的計上を可能にする。

この処理方法は，日本ではオプション取引の会

計処理について「『実現概念』の拡張」が主張さ

れる（2)なかで，とりわけ注目に値する問題と考

えられる。さらに， EG指令との調整のため，銀

行会計指令（商法第340条～340条0の改正）に

おいて，オプション取引の貸借対照表および損

益計算書における会計処理が具体的に規定され

ているわけではない。しかし，草案の段階にあ

る財務諸表規則 (E-VO)で，オプション取引に

ついて附属明細書における報告義務が義務づけ

られている。つまり，ペンジオン取引が商法で

具体的に規定されたこととは異なり，貸借対照

表上では認識されない金融取引について附属明

細書への記載義務が規定されている。この点で

(2) わが同におけるオプション取引の会計処理につ

いての意見書等の概要では，オプション料の実務

における会計処理として，二つの方法が採られて
いると考えられている。その一つとして，契約時に

収益および費用として認識する方法，また二つに
は，契約時には，前払金（資産）としておよび前受金

（負債）として計上して，権利行使時および反対売
買時に収益および費用として詔識する方法である。

この会計処理の統一のための検討が行われ，企業会
計審議会では，結論として報告書にその由が折り

込まれ，会計処理の統一が計れたところである。従
来，前者の方法を採用していた銀行は，経理基準を

改正して， 1990年より後者の方法に変更した。この
会計処理に関して，実現主義による収益認識につい

て検討の機会が与えられることになった。収益の

認識の条件として，取引の完結という「確定性」が
問題となるが，法的実態よりも経済的実態が重視

されることから，実現概念の拡張の必要性が求め

られる。しかし，この実現概念の拡張は，無限に拡

張されるのではなく，制度的条件，つまり「確定性」
のほかに，市場の売買の自由化および客観的市場価

格，検証可能性等によって制約を与えている。しか
し，業績開示による有用性が求められること，なら

びに検証可能性の確保によって，実現概念の拡張
には限界があると考えられる（新井編著 (1990)67‘→ 

頁， 39-40頁， 46-47頁）。以上のような，わが国にお
けるオプション取引の会計処理の検討の過程にお
いて，本稿でのドイツにおけるオプション取引の

会計処理についての学者の見解は，とりわけ二点に

おいて注目に値すると考えられる。

第 57巻第 3• 4号

も，「計算額域」から「公開」への移行の一つの

傾向が見られる(3)。

本稿は，貸借対照表計上能力論の研究の一端

として，新しい経済事象に対処したオプション

取引の会計処理について検討しているものであ

り，現在， ドイツで無形の財産対象物および計

算限定項目の貸借対照表計上がいかに問題とな

っているかについて検討する貸借対照表計上能

力論の研究の一過程である。

（徳山女子短期大学専任講師）
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